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第1はしがき

　本会は、この度中日友好協会の招待を受け、本会会長の鈴木東京都知事を

団長とする代表団を結成し、5月19日から5月29日までの11日間中国を訪問

した。

　代表団は、北京において趙紫陽総理と会見し懇談したほか、映西省西安、

漸江省杭州、江蘇省蘇州、上海を訪問し、各省省長、市長等と懇談するなど

実りの多い日程を過した。

　特に、中国側の要請により初めての試みとして、北京、西安、蘇州の各市

で、国・省及び市の関係者との行政懇談を実施したが、お互に卒直な意見交

換を行うなど、相互理解と日中両国間の友好親善に貢献することができた。

　なお・今回の訪中に当たり、ご配慮をいただいた日中両国の関係各位に深

く謝意を表する次第である。

一1一



第2　全国知事会訪中代表団名簿
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圏　　団長　　5月19日～21日　　鈴木東京都知事

　　　　　　5月22日以降　　　長野岡山県知事
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第4全国知事会訪中代表団中国滞在日程

5月19日（月）　第1日
（北京市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

8：30 新東京国際空港着 日本航空貴賓室「松」にて歓送式
（9：00～9：30）

石見事務総長ら見送り

9：35 日本航空「松」発

10：37 出　　　　　発 JL　781便

14：55 北京空港着 空港貴賓室にて歓迎式
（15：00～15：15）

出席者　黄世明中日友好協会副会
長

馬廷准中日友好協会理事
ほか

15：17 貴　賓　室　発 乗用車

15：43 日本大使館着 股野臨時代理大使訪問
（15：45～16：07）

同席者　大日向参事官、大久保一
等書記官ほか

16：10 同　　上　　発 〃

16：28 北京飯店着

18：50 同　　上　　発 〃

18：57 人民大会堂着 孫平化中日友好協会会長主催晩さ
ん会（湖北の間19：19～21：20）

出席者　孫平化中日友好協会会長
黄世明　　〃　　副会長
陳昊蘇北京副市長
股野臨時代理大使夫妻

ほか
21：20 同　　上　　発 〃

21：25 北京飯店着
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5月20日（火）　第2日
（北京市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　事

朝食（2階食堂　7：30～8：15）

8：30 北京飯店発 乗用車

9：42 明の十三陵着 定陵見学（昼食11：15～13：15）

長陵見学（13：20～13：55）

13：55 同　　上　　発
〃

14：37 万里の長城着 長城（八達嶺）見学

15：50 同　　上　　発
〃

17：35 北　京　市　着 琉璃敵見学（17；35～18：00）

18：15 北京飯店着
夕食（2階3・4号室
18：40～19：55）
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5月21日（水）　第3日
（北京市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　事

股野臨時代理大使主催朝食会
（北京飯店2階3・4号室

7：33～8：18）

出席者　股野臨時代理大使夫妻
大日向参事官、大久保一
等書記官ほか

8：25 北京飯店発 乗用車
8：35 中日友好協会着

都市計画及び老人問題の行政懇談
会（会議室8：40～11：23）

11：25 同　　上　　発 〃

11：45 釣魚台迎賓館着 全国知事会訪中代表団主催答礼宴
（12：0ト13：42）
出席老　孫平化中日友好協会会長

黄世明　　　〃　副会長
陳臭蘇北京市副市長
股野臨時代理大便夫妻

ほか

13：48 同　　上　　発 乗用車

14：10 北京飯　店着

16：15 同　　上　　発 〃

16：28 中南海紫光閣着 趙紫陽総理会見（16：30・－16：56）

同席者　孫平化中日友好協会会長
陳希同北京市長　ほか

16：59 1司　　上　　発 〃

17：04 北京飯店着
17：50 同　　上　　発 〃

18：12 全　聚　徳　着 夕食（18：20～19：40）

19：43 同　　上　　発 〃

20：05 北京飯店着
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5月22日（木）　第4日
（北京市・西安市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

朝食（2階大食堂7：30～8：05）

8：35 北京飯店発 乗用車

8：41 故　　宮　　着 見　　学

10：21 同　　上　　発 〃

10128 歴史博物館着 見　　学

11：10 同　　上　　発 〃

11：55 北京　空港着 昼食（12：00～12：50）

13：20 同　空　港　発 CA　1201便 黄世明中日友好協会副会長ら見送り

15：05 西安空港着 陳興亮陳西省外事弁公室主任ら出迎え

15：10 同　空　港　発 乗用車

15：21 西安賓館着

16：05 同　　上　　発 〃

16：10 吉備真備記念碑園着

16：20 同　　上　　発 〃

16：25 陳西省博物館着 見学（陽季兵案内）

17：40 同　　上　　発 〃

18：10 西安賓館着 李慶偉陳西省省長主催晩さん会
（18：15～20：38）
出席者

李慶偉省長、陳興亮外事弁公室
主任、孫向東省対外友好協会省
分会副秘書長ほか
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5月ち3日（金）　第5日
（西安市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

朝食（2階特別室8：00～8：53）

8：55 西安賓　館発 乗用車

9：15 人民大夏着 交通安全対策の行政懇談会
（6階会議室9：18～11：33）

11：35 同　　上　　発 〃

11：42 西安　飯　荘着 馬振華西安市副市長会見
（12：01～12：17）

〃　　　主催昼食会
（12：20～12：35）

出席者
馬振華副市長
張学信秘書長兼外事弁公室主任
郵友民外事弁公室副主任ほか

13：40 同　　上　　発 〃

14：25 兵馬傭博物館着 見学（劉雲輝館長ら案内）

15：48 同　　上　　発 〃

16：00 金棺銀惇着 見学

16：20 同　　上　　発 〃

16：22 華　清　池　着 見学（超愛民副主任ら案内）

17：10 同　　上　　　発 〃

17：50 曲　江　春　着 夕食（18：20～19：25）

19：30 同　　上　　発 〃

19　33 人民大夏礼堂着 舞劇「兵馬傭の魂」を観賞
（19：35～21：00）

21：03 同　　上　　発 〃

21：15 西安賓館着
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5月24日（土）　第6日
（西安市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　事

朝食（2階特別室7：30～8：25）

8：27 西安賓館発 乗用車

8：35 大　雁　塔　着 見学（永明法師案内）

9：15 同　　上　　発 〃

9：18 青　龍　寺　着 空海記念碑見学（李志文主任案内）

10：05 同　　上　　発

11：55 乾　　陵　　着 乾陵博物館及び乾陵見学
（衰志英館長ら案内）

昼食（12：22～13：25）

14：26 同　　上　　発 〃

15：16 威陽博物館着 見学（張旭館長ら案内）

16：09 同　　上　　発 〃

16：44
西安市美術広告
@　　　公司着

買　　物

18：10 同　　上　　発 〃

18：23 西安解放路鮫子館着 夕食（18：30～19：50）

19：53 同　　上　　発 〃

20：08 西安賓館着
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5月25日（日）　第7日
（西安市・杭州市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

朝食（2階特別室7：00～7：30）

7：33 西安賓館発 乗用車

7：50 西安空港着

8：30 同　空　港　発 CA
Q513便

陳興亮外事弁公室主任ら見送り

10：55 杭州空港着 傳良品対外友好協会漸江省分会副
会長ら出迎え

11：05 同　空　港　発 乗用車

11：30 花家山賓館着 昼食（1階特別室12：00～13：30）

13：32 同　　上　　発 〃

13：43 西　　湖　　着 船 遊　　覧

14：47 同　　上　　発 徒　　歩

14：48 花港公園着 〃 見　　学

15：15 同　　上　　発 乗用車

15：25 霊　隠　寺　着 見　　学

15：58 同　　上　　発 〃

16：17 杭州友誼商店着 買　　物

17：07 同　　上　　発 〃

17：20 花家山賓館着 李徳礫漸江省副省長会見
（18：45～19：15）’

〃　　　主催晩さん会
　　　　　　（19：18～21：38）出席者

李徳藻副省長、王家揚対外友好協会省分会会長、傳良品対外友好協会省分会副会長、赴嘉福省外事弁公室主任ほか
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5月26日（月）　第8日
（杭州市・蘇州市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　事

朝食（1階特別室6：30～7：10）

7：15 花家山賓館発 乗用車

7：36 杭　州　駅　着

8：00 同　　上　　発 312次�@　車 超嘉福外事弁公室主任ら見送り

13：07 蘇　州　駅　着 張学外事弁公室副主任ら出迎え

13：12 同　　上　　発 乗用車

13：33 蘇州飯店　着 昼食（1階レストラン13：45～14：30）

14：45 同　　上　　発 〃

15：00 寒　山　寺　着 見　　学

1‘5：40 同　　上　　発 〃

16：00 刺誘研究所着 見学及び買物

16：50 同　　上　　発 〃

17：15 蘇州飯店着 命興徳蘇州市市長会見
（18：35～18：50）

〃　　　主催晩さん会
（19：00～20：30）

出席者

禽興徳市長
張学外事弁公室副主任
周志方建設委員会主任
察和英環境保護局副局長ほか
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5月27日（火）　第9日
（蘇州市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　事

朝食（1階レストラン8：00～8：32）

9：01 蘇州飯店発 乗用車

9：15 環境保護局着

環境保護の行政懇談会
（4階会議室　9：30～12：05）

12：05 同　　上　　発 〃

12：18 蘇州飯店　着 昼食（1階レストラン12：20～13：30）

14：00 同　　上　　発 〃

14：15 彩香幼児園着 見　　学

14：35 同　　上　　発 徒　　歩

14：37 住宅団地着 勤労者家庭訪問

15：03 同　　上　　発 乗用車

15：07 虎　　丘　　着 見　　学

16：04 同　　上　　発 〃

16：12 留　　園　　着 見　　学

17：03 同　　上　　発 〃

17：17 蘇州友誼商店着 買　　物

17：37 同　　上　　発 〃

17：57 蘇州飯店着 醗磐鍵灘三議㌫理事
許金平　　〃　　職員
張学外事弁公室副主任
揚栄龍　　〃　副科長
李葱　　　〃通訳ほか
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5月28日（水）　第10日
（蘇州市・上海市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

朝食（1階レストラン7：30～8：05）

8：30 蘇　州飯店発 乗用車

8：47 蘇　州　駅　着

9：04 同　　上　　発
335次
�ﾔ

張学外事弁公室副主任ら見送り

10：20 上　海　駅　着 愈彰年上海市外事弁公室副主任ら
出迎え

12：10 同　　上　　発 マイクロバス

12：25 錦江　飯店着 昼食（11階食堂12：40～13：37）

14：08 同　　上　　発 〃

上海市工芸品
@　展鎗公司着

買　　物

同　　上　　発 〃

上海友誼商店着 買　　物

17：04 同　　上　　発
〃

17：32 錦江飯店着

18：20 同　　上　　発
〃

18：37 静安賓館着 侃天増上海市副市長会見
（18：39～18：57）

〃　　　主催晩さん会
（19：00～20：48）

出席者
悦天増副市長
王其健対外友好協会市分会副会長
命彰年外事弁公室副主任
’周金美対外友好協会市分会理事
堀忠厚領事ほか

20：50 同　　上　　発

20：59 錦江飯店着
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5月29日（木）　第11日
（上海市・大阪市）

発着時刻 発　着　地 交通機関 行　　　　　　　事

朝食（11階食堂8：00～8：30）

9：00 錦江飯店発 マイクロバス

9：18 虹橋連合発展 黄文斌常務理事から虹橋経済開発
有限公司着 区計画の説明

10：52 同　　上　　発 〃

11：22 虹橋経済開発区着 見　　学

11：59 同　　上　　発 〃

12：13 龍柏　飯店着 昼食（1階食堂12：15～13：10）

13：40 同　　上　　発 〃

13：47 上海空港着 空港貴賓室にて少憩

14：46 貴　賓　室　発

15：20 出　　　　　発
JL
V94便

17：00 大阪国際空港着 解　　散
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第5　中国における主要行事記録

1　会見・挨拶

（1）趙紫陽総理との会見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月21日PM4：30～4：56於北京市中南海紫光閣）

　　　　　（通訳）　中国側一友好協　許金平、日本側一塚本慶一（東京都団員）

　　　　　（同席）　股野臨時代理大使、陳希同北京市長、中日友好協　孫平化会長、

　　　　　　　　　黄世明副会長

（趙総理）　中国の都市管理にはまだ多くの問題がある。日本の皆さんに少

　　しでも多く都市建設・管理の経験を紹介してもらい、批判や提案を出し

　　てもらいたい。

　　　中日関係が発展してきた理由には、官民が並行してそれぞれ友好を促

　　進し、多くのルートと方法によって多元的に行ってきたところにある。

　　これによって両国間に強い基盤ができたからである。今後両国が幅広い

　　分野で絶えず交流を行っていくことを希望する。

　　　今回知事団が、4つのテーマを関係者に教示されることについて感謝

　　する。

（鈴木団長）　日本は科学技術面で一歩先んじていることは確かであるが、

　　中国には文化・伝統などの分野で学ぶべき多くの点があり、これらの面

　　で交流を強めることは日中双方にとって必要である。日本の地方自治体

　　は両国の友好協力促進のために、更に努力していきたい。
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（2）各地挨拶

　ア　中国日本友好協会会長主催晩さん会における団長挨拶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月19日於北京市人民大会堂第3次全国知事会訪中代表団　団長　鈴　木　俊　一）

　　　尊敬する中国日本友好協会の孫平化会長先生

　　　　　　　　　　　チンコウ　ソ
　　　　　尊敬する　　陳昊蘇北京副市長

　　　　　尊敬する　　黄世明中日友好協会副会長

　　　　　　　　　　　股野臨時代理大使

　　　　　そしてご来会の親愛なる友人の皆様。

　先ずもって私は、全国知事会を代表いたしまして、私共の偉大なる友人

である孫平化先生が中国日本友好協会の会長にご就任されましたことを心

からお祝い申し上げます。

　取り敢えずお祝いの電報を差し上げたのでありますが、本席でお目にか

かって直接お慶び申し上げることができまして、私にとりましても大変よ

ろこばしいことと存じております。

　先生の今日までの日中交流に果されたご功績は、今更申し上げるまでも

ございません。今後更にその発展のため、ご健勝で一層のご尽力賜わりま

すことを心からご期待申し上げる次第であります。

　さて、私ども第3次全国知事会訪中代表団は、中国日本友好協会のお招

きにょり、本日この青葉の茂る美しい季節に貴国を友好訪問することがで

きました。

　そして今夕は、かくも盛大な歓迎晩さん会を催して下さり、ただ今はま

た孫平化先生から暖かいご挨拶を頂き、私は全国知事会訪中団一同を代表
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して厚く御礼申し上げます。

　1972年に日中両国の国交が回復して以来、日中間の経済交流と人的交

流は年ごとに盛んになり1985年には、両国間の貿易額は往復で190億

ドルに達し、72年に比べ17倍以上に伸びております。

　また、人的交流は1985年には39万人に達し、72年に比べ実に43倍

にも増加しております。

　全国知事会は、これまで1974年と1980年の2回、中国日本友好協会

のお招きにより貴国へ代表団を派遣し、中国の皆様から熱烈なご歓待を頂

きました。そして、貴国からは1978年と1984年の2回、中国省長代表

団が来日され、日中友好のために尽くされました。

　また、わが国の19都府県が貴国の16の省、直轄市及び自治区と友好

省・都府県関係を結んでおります。われわれ両国省・都府県レベルの友好

協力関係の確立と絶え間ない発展は、日中友好親善関係の中でますます重

要な役割を果たしております。私は、日中の省・都府県をはじめ各レベル

での友好交流が今後一層促進され、両国民の相互理解と友情が一段と深ま

りますよう、心から希望するものであります。

　私どもは、これから29日まで貴国に滞在し、北京市をはじめ険西省の西

安、漸江省の杭州及び江蘇省の蘇州の各地を友好訪問いたすことになって

おります。それぞれの省で行政、産業、文化の実情をつぶさに参観いたす

とともに、今回はとくに、貴国側からのご提案によりまして、新しい試み

として、北京はじめ訪問各省市において、都市計画、環境保護、交通安全

対策及び老人問題をテーマとして行政懇談が行われることとなっており、

良い成果があがることを期待しております。
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　ここで私は、貴国が、1988年の都合のよい時期に中国省長代表団をわ

が国に派遣されますよう、ご招待申し上げたいと存じます。

　それでは貴国の繁栄と国民の幸福のために、中国日本友好協会の絶え間

ないご発展のために、孫平化先生並びにご出席の友人の皆様のご健康のた

めに、主催者の盃をお借りして乾杯申し上げます。

　イ　答礼宴における団長挨拶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月21日於北京　釣魚台迎賓館第3次全国知事会訪中代表団　団長　鈴　木　俊　一）

　　　尊敬する　孫平化先生

　　　尊敬する　陳昊蘇（チンコウソ）北京副市長

　　　尊敬する　黄世明（コウセイメイ）中日友好協会副会長

　　　　　　　　股野臨時代理大使

　　　そしてご来臨の友人の皆様。

　何かとお忙しい中を、ここにお揃いご来駕賜りましたこと衷心より厚く

感謝申し上げる次第であります。

　この小宴は私どもを招き頂きました中日友好協会並びに何かとお世話に

なりました友人の皆様に対します私共の些かのお礼の気持でございます。

　今回の訪中については中日友好協会の皆様方が、関係機関との調整を含

めまして、実に綿密なご計画のもと、献身的な設営、歓待を尽して下さい

ました。

　私ども、ただただ心から感謝申し上げるのでございます。

　次に私共が特に強調し、感謝申し上げたいのは、ついさっきまで行って

おりました都市計画、老人問題の行政懇談を通じまして、新しい多くの友
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人を得ることができたことであります。

　非常にご熱心な討議で、近代化に躍進する中国の原動力をそこに見たよ

うな思いでございました。

　種々の事情の違い、条件の違い、問題意識の相違はあろうかと存じます

が、このような懇談を繰り返すことによりまして、お互いに稗益し合い、

相互理解を深め、よき未来を築いて行けるものと信じます。

　本席は全国知事会代表団の心許りのお礼の気持でございます。

　どうぞお時間の許す限り、ご歓談賜りたいと存じます。

　「ご馳走の前の話は短い方がいい。」と申します。ご挨拶はこの位に止

めまして、ここで中日友好協会の一層のご発展、日中友好の益々の進展を

祈念し、孫平化先生ほか中国の友人各位のご健康と再会の日の近からんこ

とを念願いたしまして、乾杯をいたしたいと存じます。

ウ　映西省省長主催晩さん会における団長挨拶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月22B　於西安市西安賓館第3次全国知事会訪中代表団　団長　長　野　士　郎）

　　　コ　　ウゆ　リン　タオ　　　　コ　　ウエイ　ライ　ピン　　　　ニ　　メン　ヘオ

　　　各位領導、各位来賓、休椚好／
　　　　　　　　リケイ　イ
　　　尊敬する　李慶偉　映西省省長先生

　　　　　　　　チンコウリョウ
　　　尊敬する　陳興亮　　〃　外事弁公室主任先生

　　　そしてこの会場にご臨席の皆様。

　私共代表団のために、このような立派な、そして心暖まる歓迎の宴を催

して頂き、団員一同を代表して心から御礼申し上げます。

　私自身、三度この地の古い友人に相見えることができまして、この上な
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い喜びに浸っているところであります。

　今回は、代表団の一員として行政問題について、皆様と胸きんを開いて

語り合うために、この地を希望しました。代表団一同は御地を訪れること

に大変誇りを感じております。

　陳西・西安が中国の歴史に占めてきた重要な役割については、今更ここ

で喋々する必要はありますまい。そして日本は、制度、習俗において、宗

教・文物において他ならぬこの地に限りない恩恵を蒙って参ったのであり

ます。

　それへの感謝の念を込めて、3年前には、我が国の同僚平井さんの香川

県が近隣三県と計って空海記念碑を、また、つい半月前（5月8日）には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　まんこう
岡山県民が、吉備真備記念碑園を皆様の満腔の賛意のもとに建立寄贈させ

ていただきました。

　また、威陽における日立ブラウン管工場等近代化に向って着々と前進さ

れている姿をよく知っております。

　今回、私共は、中日友好協会のご提案により、4っのテーマにっいての

行政懇談を行うこととしております。

　北京では、都市計画について渡辺栃木県知事が、老人問題については、

今吉鹿児島県副知事が、日本の実情と仕組みについて説明してまいりまし

た。非常に熱心な討議で、可成りの成果を挙げることができたと自負して

おります。

　御地で明日に予定されております交通安全対策問題一これは、平井香

川県副知事にご説明をお願いするのでありますが一この懇談会には30

余名の方タが参加されると伺っており、大いに成果があがることを期待致
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しております。

御地の行政に幾何かでも・ひ益できたらと考えております。

　では、ここで、主催者の盃をお借りし、満堂の皆様のご健勝を祈念いた

しまして乾杯したいと存じます。

　　　リ　　チユン　ユウ　ノオ　　ワン　ソエ　　　　　　　シイエシイエ　コ　　ウエイ

　　　日中友好万歳／　謝謝各位

　工　西安市副市長による昼食会での団長挨拶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（竃萎響鐘リ

　　　コ　　ウエイ　リン　タオ　　　　コら　ウエイ　ライ　ピン　　　　も　メン　パオ

　　　各位領導　各位来賓　弥椚好

　　　尊敬する　パシソカ副市長先生

　　　尊敬する　チヨウガクシン秘書長先生

　　　そしてこの午餐会を我々と共にされる友人の皆様。

　私は一寸半月許り日本に行っておりましたが、今度は日本の知事さん達

をお連れして懐かしい西安に戻って参りました。

　昨日午後は早速貴市から欣然、ご提供頂いた国子監跡に団の同僚（同志）

諸賢をご案内願って吉備真備記念園をご披露いたしました。

　またわが一行には香川県の平井副知事さんが加わって参られまして、3

年前の空海記念碑建立時の貴市のご厚情を繰返し語っておられます。

　他の団員もこの度の訪秦を楽しみにし又この上なく誇りに思っておりま

す。

　古い友人の皆様、そして新たに交誼を賜ります皆様。

　私共は曽って貴地より頂いた限りない恩恵に対する報恩の意を籠めて、

世々代々、子々孫々に至るまでの友好親善を翼っております。
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　昨年は多くの日本国民が貴市の古典舞踊団が演ぜられた古雅流麗な演技

を楽しみました。

　私共も文芸交流のみならず、持っております技術についても惜しみなく

ご提供申し上げたいと念じている次第であります。

　こうお話申し上げておりますうちに、中国料理が冷菜に始められる意味

が解ってきた様な気がして参りました。

　とは云え、古来「ご馳走の前の話は短い方がいい」と云われている訳で

ありまして、本席のご歓待に対する謝意は、高適君に捧げた杜甫の詩の一

　　　　　　　　イカン
句　　「佳句の法如何」　を引いてご挨拶を終らせて頂きます。

　ここで、主催者の盃をお借り致し、満堂の皆様のご健勝を祈念致しまし

て乾杯いたしたいと存じます。

　　　リ　　トン　ユウ　　ハオ　　ワン　　ソエ　　　　　シイエシィエ　コ　　ウエイ

　　　日中友好万歳　謝々各位

　　　　　　　　　　　乾　杯
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2　行政懇談の概要

　（1）日本の都市計画行政の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月21日　AM　8：40～11：23於北京市　中国人民対外友好協会会議室）

　　ア　担当：渡辺栃木県知事

　　　　　　　（通訳）　友好協　許金平

　　イ　出席・日本側一鈴木団長、平井香川県副知事、小林、伊沢随員、

　　　　　　　　大崎東京都都市計画局長

　　　　　　　中国側一孫平化友好協会長、張仲良城郷建設環境保護部城市

　　　　　　　　規画局幹部（司会）ほか同部職員11名

　　　　　　　　民政部幹部ら4名、北京市職員4名、友好協職員等計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30名

　　ウ　説　明

　第1全国計画
　　　　1．全国総合開発計画
　　　　　　全国計画として、長期的かつ計画的な方向づけを行う計画である。

　　　　　（1）第一次全国総合開発計画（国民所得倍増計画）

　　　　　　　　①閣議決定　1962年（S．37）10月5日

　　　　　　　　②｛　　　　　　　　　　計画期間　　　　　　　　　　　　　　　1960年（S．35）～1970年（S．45）

　　　　　　　　　　目標年次　　　　　　　　　　　　　　　1970年（S．45）

　　　　　　　　③背景

　　　　　　　　　　a．戦後復興から高度成長へ

　　　　　　　　　　b．地域的課題の顕在化

　　　　　　　　　　　　・過大都市問題

　　　　　　　　　　　　　　　　一25一



　　　　　・地域間の所得格差の拡大

　　　c．所得倍増計画の策定

　　　　　・太平洋ベルト地帯構想

④基本的目標

　　　く地域間の均衡ある発展＞

　　　a．都市過大化の防止と地域格差の縮小

　　　b．自然資源の有効活用

　　　c．資本、労働、技術等の諸資源の適切な地域配分

　⑥開発方式

　　　　く拠点開発方式〉

　　　　　　目標達成のため、工案の分散を図り、地域間の均衡ある発展を実現する．

参考

　⑥　フレーム

　　　　経済成長率　　7．2　％

（2》新全国総合開娼栖例島改造）

　①閣議決定　1969年（S．44）5月30日

　　　計画期間　　1965年（S．40）～1985年（S．60）②｛

　　　目標年次　　1985年（S．60）

　③　背景

　　　　a．高度成長経済

　　　　b．人ロ、良案の大都市集申
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c．地域所得格差

d．資源の有効利用の促進

　⑥

　　　a．経済成長率

　　　b．GNP

　　　C．工業出荷額

　　　d．住宅建設戸数

（3）第三次全国総合開発計画

　①閣蟻決定

　　　計画期間②｛

　　　目標年次

　③　背景

④基本的目標

　　く豊かな環境の創造＞

　　a．人間と自然との調和、自然の恒久的保護・保存

　　b．開発の基礎条件整備による開発可能性の全国土への拡大・均衡

　　c．開発整備による国土利用の再編効率化

　　d．安全、快適、文化的現境条件の整備保全

⑤開発方式

　　く大規槙プロジェクト構想〉

　　　　新幹線、高速道路等のネットワークと大規槙プロジェクト方式により、国土利用の

　　　偏在を是正し、過密、過疎、地域格差を解消する．

　　フレーム

7．　4～8．　3％

130～150兆円（1965年価格）

160兆円

3，000万戸

1977年《S．

1975年（S．

2000年（S．

52》　11月4日

50）から概ね10力年

75）を展望し、198．5年（S．60）
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　　　a．高度成長から安定成長へ

　　　b．人ロの地方定着化、産案の地方分散

　　　C．地域の総合的格差

　　　d．資源制約の顕在化

　　　e．国民意識の変化

④　基本的目標

　　く人間居住の総合的環境の整傭＞

　　　a．限られた国土資源を前提とする

　　　b．地域特性、歴史的伝統的文化を尊重する

　　　C．人間と自然との調和をめざす

⑤開発方式

　　く定住構想〉

　　　　　大都市集中抑制、地方振興型の人ロの定住構想に沿い、人ロの定住性を確保する

　　　　ことにより、過密過疎問題を解消し、均衝ある国土利用を実現する．

⑥　フレーム

　　　a．人口規模　　　　　1億2，400万人（1980年一1億2，800万人）

　　　b．経済成長率　　　　　　6％程度

　　　c．GNP　　　　　　　1985年一約260兆円（1975年価格）
　　　　　　　　　　　　　　1990年一約330兆円

　　　d．工案出荷額　　　　1985年一約250兆円
　　　　　　　　　　　　　　1990年一約320兆円

　　　e．住宅建設戸数　　　1976～1985年　　　1，680万戸

（4》第四次全国総合開発計画（策定申）

　　　　近年の様々な情勢変化を踏まえ、国土政策の対応を明らかにするため、第三次全国総合

　　　開発計画を発展的に継承し、
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　　　　　　a．高齢化

　　　　　　b．都市化

　　　　　　C．技術革新、情報化

　　　　　　d．国際化等

　　長期的謀題に対応した、21世紀の国土づくりの指針を示す第四次全国総合開発計画の策

　　定作業に着手している．

2　全国総合開発計画と地域計画

①現在は、第三次全国総合開発計画（1977年）があり、大都市への人ロと産業の集中

　　を抑制し、人間居住の総合的環境の形成を図るため、地域開発の基礎単位としての定住圏

　　づくりが進められている．

②　　また、国土利用計画法（1974年）により、知事は土地利用計画を策定し、各種の開

　　発や、土地取引の規制を行っている．

③　　圏域計画には、都市の無秩序な過密を解消するため、首都圏、近畿圏それぞれに整備計

　　画が策定され、工場等の新増設を制限する措置も繕ぜられている．

④　　このほか、中部圏及び各地方圏においては、定住構想をもとに都市開発、工業開発の推

　　進が計画的に行われている．

（参　考）

　　定住圏概念図
居住区（50～100世帯）

L≧堅烈葱㌘壁区

r亘び～戸涙亘亘三1
　　　　　コミュニティ）

　全国で2～3万定住区

定住圏

全国で2・・－3・・定住圏i
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R77
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w1，009766
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長　　野 飯　　　伊 飯　　田　　市 179 1，929 20

蓼勇三　　貢 大　　　垣
ﾞ三藷申　爾　勢

大　　垣　　市掛　　川　　市

ﾅ　櫨　薯
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S臼
P，800
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ｿ．護兵　　庫
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ｽ河鷺
貯市♂醇
L　硲　市
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1，126

Q，083
R04
Q，135

1｝1019

碧歌岳 南　　　和
V　　　宮

五　　倹　　市
V　　宮　　市

108
P07

2，347
P，129

1；

鳥　　取
〟@　根
ｪ　　山
㍗中§ 倉　　官　　市W　田’幕

111170 776
P，378
P，360

1115

広　　島 傭　　　北 三次市・庄原市 117 2，026 15

山　　ロ 山ロ・防府 山　　ロ　　市 鈴2 1，427 8

徳　　島 徳島県南部 阿　　南　　市 131 1，503 14

書　　川 香川西部
坂出市・丸亀市・
ﾏ音寺市

417 822 21

馨鴛 宇　和　島ｦ　　　多
事和村島裏 166

P18
1，049
P，565

12
W

福　　岡 久　留　米 久　留　米　市 578 1，032 19
佐　　賀 唐　　　津 唐　　津　　市 150 523 10

長　　崎 佐　世　保 佐　世　保　市 363 756 14

熊　　本 球　　　磨 人　　吉　　市 117 1，536 14

大　　分 8田・玖珠 日　　田　　市 121 1，224 8
宮　　崎 都　　　　城 都　　城　　市 190 763 6

鹿児島 川北薩串木野 川内市・出ホ市 273 1，675 20



第2都市言＋画
　　1．法特相

　　　（1）都市計画法の制定について

　（旧）　都市計画法　　　1919年（大正8年　公布）

　（新）　都市計画法　　　1968年（昭和43年6月　公布）

・　1955年（昭和30年）代からの我が国の高度経済成長に伴い、全国的に人口、産業

が急激に都市に集中し、

・　このため複雑な都市問題が生じてきたが、特に無秩序な市街地の拡散（いわゆるスプロ

ール）は、

・　都市環境の悪化をもたらすとともに、土地利用の混乱、社会資本投資の非効率等様々な

問題を提起した．

・　この都市問題を解決するために「市街化区域及び市街化調整区域」の区域区分に関する

都市計画と、これを担保するため¢漉1発許可制度が創設された。
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（2）都市計画法体系
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　都市計画法は、都市レベルにおける都市計画の内容、手続き、効果等を

規定したもの．
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①　上位計画に関する法制度（Aグループ）

　　　　都市計画は、単一の都市の計画にとどまらず、国土計画、地域計画の要素ともなり、

　　　また、これらの計画を具体的に実現するための手法ともなるものである。

　　　　したがって、都市計画は、全国総合開発計画、首都圏整備計画等の国土計画及び地方

　　　総合開発計画、都府県総合關発計画並びに社会資本の整備に関する国の計画に適合し、

　　　さらに公害防止計画が定められているときは、当該計画にも適合したものでなければな

　　　らないとされている．

②　都市計画の実現に関する法制度（Bグループ）

　　　都市計画区域内における土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画は、

　　　有機的一体性をもって、都市計画において総合的に定められる必要があるが、

　　　その全部を規定することは、事葉手法、財政措置など異なるため適当ではない。

　　　従って、これらの計画が都市計面として位置づけられることを規定するにとどめ、

　　　細部については、別の法律で定めることを予定している．

③その他の法制度（Cグループ）

　　・都市計画事業の施行に関する法律（土地収用法、公拡法等）、

　　・　都市計画事業の財源や民間開発を誘導するための金融、税制等に関する法律（地方財

　　　政法、地方税法、住宅金融公庫法、租税特別措置法等）がある。

2◆

　（1）

都市言十画区域
　区域の指定

　　　都市計画区域は、知事が関係市町村及び都市計画地方審蟻会の意見を聞き、建設大臣

　の認可を受けて指定する。
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（2）　指定要件

　　　　　次の要件のいずれかに該当し、自然的、社会的条件等にょり、一体の都市として　（行政区

　　　　域にとらわれない）総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域について指定する。

　　　　　　①当該市町村の人ロが1万人以上で、かつ、2次・3次産業に従

　　　　　　　事する者の人ロが、全従業者数の50％以上であること

　　　　　　②概ね10年以内に、①．の要件に該当する見通しがあること

　　　　　　③当該市町村の中心市街地人ロが3千人以上であること

　　　　　　④温泉その他の観光資源があり、多数人が集中すること

　　　　　　⑤火災、震災等により、市街地が焼失し、その復輿が必要である

　　　　　　　こと

（3）　都市計画区域の現況

第1表 日本全国

（1984，3，31現在）

都　　市　　数 面・積 現在人ロ S．55年人ロ鎮中地区
区　　分

市 町 村
計
都市計

ﾊ区域 ・・・・・・・・・…　　　●⑨

@（凪）
●●■●●■●●●●●●◆●

i万人）
●●■●●●■●●●■●●●●●●

ﾊ積（回）
・．…　　　●・・●●■●■■■●◆●●・

l口（万人）

A8肺計面区域 邸2 1，141 109 1‘902 1，208 92，043 10，621 8，259 6，449

B区域区分対象 鋤 429 53 翫4 349 51，859 8，770
一 一

C全　　国 652 1，997 ㎝ 3，256 377，765 111932 10，016 6，993

A／C　OO 100．0 57．2 18．0 田．4 24．4 89．0 82．5 92．2

《注）都市計画区域数には、東京都区部を1市として敷えてある．

第2表 栃木県

（1984，3，31現在）

都　　市　　数 面積 現在人ロ S．55年人口鎮中地区
区　　分

市 町 村
計
都市叶
諡謌謾

s
・．…　　◆’・．「・．・

i．k孟｝

・・．・・…　　　●．■■●

i千人）
・・．・■●●●●●●●■●●■■

ﾊ積（姐）
・・…　　．・●…　　■■●●◆■●・●

lロ（千人）・

A都市計画区域 12 29 1 42 22 3，797．1 1，726．1 127．0 615．5’

@　　’
B区域区分対象 7 16 0 23 3 1，783．1 幻2．3 109．4 544．1，　　■

C　全　　県 12 33 ：4 49 6，413．8 1，775．5 127．0 615．5　’

A／C　OO 100．0 前．9． 25．0 肪．7 5♀2 97．2 100．0 100．0
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3．都市計画の内容

第2図 都市計画法の構造

都市計画区域

ξ……・…都市計画決定手続

都市計画………・…………・…・’・…．…・

①市街化区域及び市街化調整区域

A地域地区

B促進区域

C都市施設

D市街地開発事業

E市街地開発事業等予定区域

F地区計画等

（④及び⑤について）

都市計画事業

・・ s市計画制限

①開発許可

②建築確認（建築基準法）、知事の許可等

③建築物の建築等に対する知事の許可

：｝建築物の建築に対する知事の綱

⑥土地の形質の変更等に対する知事の許可

⑦建築物の建築等の市町村長への届出

（1）「①市街化区域及び市街化調整区域」

　①　目的

　　　　　この制度は、無秩序な市街化を防止し、良好な都市形成を行うために、都市計画区域

　　　　を優先的かつ計画的に市街化すべき区域（市街化区域）と、当面できるかぎり市街化を

　　　　抑制すべき区域（市街化閻整区域）とに分けて、段階的な市街化を図ることを目的とし

　　　　たものである．

　②　市街化区域とは

　　　　都市計画区域内の土地のうち既成市街地と・今後おおむね10年間に計画的、優先的

　　　　に市街化を図るべき区域が市街化区域となり、この申では土地区画整理事業その他の市

　　　　街地開発事業や公共施設の整備を積極的に行うほか、民間の開発行為も一定の基準にか

　　　　なったものは許可されることになる．
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⑤市街化綱整区域とは

　　　一方、市街化区域以外の土地は市街化調整区域となり、ここでは農家その他特殊な例

　　を除いて、開発行為は抑制され、都市的な公共施設も都市間を結ぷ幹線的な道路や流域

　　下水道の幹線、大規頓公団といったものは別として、市衡化を促進するようなものの整

　　備は原則として行わないこととなる．

④市街化区域及び市街化調整区域を設定すべき都市計画区域

　　　　1　次の区域の全部または一部を含む都市計画区域

　　　　　a．首都圏の既成市街地または近郊整備地帯（首都圏整備法）

　　　　　b．近畿圏の既成都市区域または近郊整備区域（近畿圏整備法）

　　　　　c．中部圏の都市整備区域（中部圏開発整備法）

皿　次の区域の全部または一部を含む都市計画区域で建設大臣が指定するもの

　a．首都圏の都市開発区域　　d．新産葉都市の区域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新産業都市建設促進法）

　b．近畿圏の都市開発区域　　e．工業整備特別地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工葉整備特別地域整備促進法）

　c．中部圏の都市閲発区域　　f．人ロ10万人以上の市の区域

皿　1及び皿に掲げる都市計画区域と密接に関連のある都市計画区域で建設

大臣の指定するもの

⑤設定状況

第3表
《1984．　3．　31現在）

郁市計面区 区域内都市 A．都市計 B．市街化 市街化閃整 B／A
鼓

戴致 o口附） 口区域面積 区域面積 区域面積 ｛％）

⑭
全 姉計田区域 1，195 1，884 91，070

一 一 一

田 線引台すぺ● 324 846
⑭鈎，認1

　　ω
P．330．2詞

　　鈎
R．6Ω．8田 お．5

⑯痴憎区壊

ω
掴 都市計口区域 22 42 罰9．711

一 一 一
木

《ω ω 伽》

県 線引島すべ●

s市8憎区域
3 22 1鴨．3田 27，銅6 151．0鵠 15．3
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②　「②地域地区」

　　　　都市における住居地、工業地、商業地などの土地利用を定めるもので、建築行為等を

　　　規制、誘導することによって都市計画を実現していこうというものである。

　　　　地域地区の種類及びその規制について定める法律等は第4表及び第5表のとお

　　　りである．

　　　　第4表のうち、用途地域内では、それぞれの指定目的に応じて建築規制が行われ、

　　　建築基準法に基づく建築確認の際にチェックされるごととなっている。そのうちの用途

　　　制限は第5表に掲げるとおりである。
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1

諺

1

第4表
地域地　区

計薗の 都市計画の内容・目的等 制限規定 制限対象 制限の手段

《1984，3．31現在） 《1986．4．1貌在）

1）用途地域

第1種住居専
用地域

第2種住居専
月地域

住居地域
近隣商桑地域

商粟地域
準工貢地域

工墓三自

良好な低層住宅地の環境を保腹

ゴ　ののの　コ　コ　コの　の　　　ロコロ　
良好な中高層住宅地の環塊を保腹

　として住居の環塊を保腹

近隣の住民に対する日用晶の供給を主たる

控』虻蚤直墓秒空囎璽艦’
主として商業その他の鍵務の利便を増造

主として琉境の悪化をもたらすおそれのな
⑱聾塞2刮瞑を撒＿＿＿＿＿．＿＿
主として工業の利便を増遭

工粟専用地域工業の利便を増違

2階別月途地区1月途地域内において，特別の目的からする

建築基準法48，
52・　53，54055，

56．56の2

建築物の用逸
容積率，建べい
率，前面道路斜
線制限．隣地斜
線制限（ただし，

第1種住居専月
地域において

匙鞠㌘癬線
懸遠警▲麓
専用地域のみ）
日影による一定
の中高層の建築
物の高さ

建築主事の確認

全 国

決定状況
都市数 面菰（lla）
1・403．11・641・19翫3

酬疎雌 ｾと経讐躍灘麗鍵℃モ
　　　　　保腹または育成

　　　　　②工業専用地域または既成市街地内の準工

　　　　　害防止の観点から立地すべき工業の業種，

文教地区

小亮店舗地区

校，研究所等の敦育文化施設の集団立地
区の環塊を保穫

・亮店舗の集中立地地区の利便増遣

商業業務地内で特に専門店舗の立地た保
または育成

建築墓準法49，
地方公共団体の
条例

1．　062　　330．953．3

　　　　　●　一　　一　　一　一

1’216 k竺竺9
i：期慧：i
l　　　　　エ　　コ　　　　　　　　の　　　　　　　弱．011．4　　986
　　　　　一　　一　　一　　一　　一

1．202　　170．084●2

　　898　　　89．1釣・8

　　611　　13L535・4
違築物の用途1建築主事の確’

鳳条例で定め
る手続

191

134

21

2

30．0臼．O

17．109．3

8．174．6

m7．9

栃木県
決定状況
都rl1数

38

25

30

38

35．

丁『

28

25
24

6

2

面積（ha）

銅．461．8

3．721．4

4．194．0

15，132．6

1．124．9

　鮪3．8

3．252．3・

2．017．5

4．065．3

301．5

78．7



1

巴

1

桑務地　　官公庁建築物，事務所建築物の集中立地を
　　　　　　保護または育成
　　の　　　ゴ　　　　　　　　　　ロ　　　サ　の　の　ロ　　　ゴ　の　コ　コ　ゴ

厚生地区病院その他医療施設を中心とする良好な厚
　　　　　　生環境を保穫

娯楽・レク　①大都市の歓楽街等風俗営業遊戯施設の集
　　　　　　中立地を保獲または育成呂一シ。ン地
区
　　　　　　②住宅地でポーリング揚等遊戯施設，飲食
　　　　　　店の集申立地を保護または育成

　　　　　　③海浜，大規模公園等レクリエーシ．ン施
　　　　　　設の環境を保穫し，利便を増進

　　　　　　④避暑地，温泉地等でホテル，旅館，遊戯
　　　　　　施設等の集中立地を保硬または育成

観光地区温泉地等の観光地で旅館．ホテル等観光貰
　　　　　　源の利用上必要な施設の集申立地を保腹ま
　　　　　　たは育成

特別業務地区①卸亮市場，卸亮業の用に供する店舗また
　　　　　　は事務所を中心とする施設の集中立地を保
　　　　　　旋または育成

　　　　　　②トラッククーミナル等の流通関連施設の
　　　　　　集中立地を保獲または育成

　　　　　　③幹線道路沿線等の交通至便地区でガソリ
　　　　　　ンスクンド等の広域的サービス施設の集中
　　　　　　立地を保護または育成

3）高度地区 用途地域内において市街地の環境を維持
し，または土地利用の増進を図るため，建
築物の高さの最高限度または最低限度を定
める．

1建築辞法58

4塙度利用地区用途地域内の市街地における土地の合理的1建築基準法59

　　　　　　かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを

建築物の高さ 建築主事の確認

図るため，建築物の容積率の最高限度およ
び最低限度，建ぺい率の最高限度，建築面
積の最低限度ならびに壁面の位置の制限を
定める．

　　　　　　　　　　　　1　　口べい司
建築物の容嬢建鮭駒醐

7

41

58．7

15．0

860．2

1．551．5

2．005．8

143 銘9．803．1

137 729．8

1

4

2

18．4

204．4

1．3



1

き

1

（1984．3．31現在） （1986．4．1現在）

全 国 栃 木県
市計■の顕 都市計圃の内容・目的等 制限規定 制限対象 制限の手段 決定 状況 決

　　・　　　　　　　　　　　●

闖�ｵ
郁巾数 面頓（ha） 描1激 面積（11a）

　　、T）特定街区 褒欝緩蒙群髭霊鵠㌍6㍊あ 建舞瑳i準法60 率，高さ，壁面
建築物の容積1建築主事の確認

：

容積率，高さの最高限度．壁面の位置の制
ﾀを定める（そのかわり一般的な建築物の

の位置 13 112．7
一 一容積率．建べい率等に闘する制限が適月さ

れなくなる）ご

6）防火地城・準防火地域 市街地における火災の危険を防除するため
閧ﾟる地区　　　・

建築基準法61．62

違築物の構造等 同上 617 237，043．1 11 L483．4

7漠観地区 市街地の羨観を継持ナるため定める地区 建築基準法68，地方公共団俸の

@例

建築物の敷地，

¥造，建築設備

瞥翻鶏る手統

5 1，356．3

一 一
｜

8｝風致地区 都市の風致を維持するため定める地区
｜

法58，風致地区；建境宅地造成，1条例で定めると1

内における建築木竹伐採等 ころにより規制
1

等の規制の基準 220 161，978．0 5 1，623．6 1

織驚錨
9）駐車播整備地商業地域内もしくは近隣商業地域内で自動駐車楊法20．地
諱@　　　閂【交通が著しくふくそうする地区等で，道方公共団俸の条　　　　　　路の効用を保持し．円滑な道路交通を確保例 対する駐車施設の設置

大規模建築物に条例による義務　　　　　　1づけ

69 12，843．0
一 一すべき区域

o臨港地区 港湾を管理運営するため定める地区 港湾法40，40の 建築物その他の 地方公共団体の 1
2・41 構築物の建設等 条例（分区を指定した場合に制 276 39，599．7

一 一限が働く）

0歴史的風土特・1歴史的風土保存区域の枢要な部分を構成し 古都法8
建築物その他の1府県知事の許可

別保存地区 ている地域 工作物の殴置，

宅地造成その他

の土地の区面形
7 4，227．1

一 一
質の変更．木竹
の伐採等

0力第1種歴史的風土保存地区 第1種歴史的風土保存地区は，歴史的風土の保存上枢要な部分を構成していることに 古都法8 同上 同上 1 125．6
一 一一　　一　　一　　一

謔Q種歴史的
欄y保存地区

より，現状の変更を厳に抑制し，その状態において歴史的風土の維持保全を図るべき地域，第2種歴史的風土保存地区は，著し

一　　一　　　一 一　　一　　一　　一 一　　　一 一　　一　　一　　⇒

い現状の変更を抑制し，歴史的風土の維持
ﾛ存を図るべき地域（明日香ポ　ー域を区分して定める）

1 2，278．4
一 一



1

±

1

3緑地保全地区

航通業務地区

罐麟繊議好な自然叶市緑地魁

璽露褒竃鶯2羅藁罐袖警き

゜竃鐙螂市靴区域輪鰍辿の農地

万三…良好な生活醐の確保と公共施鱒の敷地
地地区
　　　　　　　　　　　　　．1回に限り10年の期間延
　　　　　　長ができる）．

流通業務法5

おおむね同上

建築物その他の
施設の建設等

　域について公害の防止または災害糟2辱

灘繋5第2蝕蹴地区は1・年

罐鍵物籍罐鱗畿緯捺暮なして

゜灘羅馨難羅竃鍵蓋

1生産緑地法8
建築物その他の
工作物の新築
等，宅地造成，
土石採取その他
の土地の形質の
変更，水面の埋
立て干拓

文化財保護法83建築物その他の

条例
の3，市町村の工作物の建設，

宅地造成その他
の土地の形質の
変更，木竹の伐
採等

特定空港法5 学校．病院，住
宅等の建築

都道府県知事の
許可 25

鳳都道府県知
事の特例許可

法律により一定1

のものを禁止，
建築物について
は建築主事の確

市町村畏の許可

19

市町村の長およ
び教育委員会の
許可

（航空機騒音障
害防止地区）
建築主事の確認
（航空機騒音障

害防止特別地
区）

法律により学
校，病院，住宅
等の建築を禁
止，都道府県知
事¢）特例許可等

22

22

12

．1．775．9

1．727．3

329．5

300．7

221．0

1

1一

47．3

：」ヨ

（注）　「古都法」

　　　「明日香渕

　　　「流通索務法」

　　　「特定空港法」

古都における歴史的風土の保存に凹する特別措置法

明晒枇おける殿的殿の鯖及び生活環境磁鵬に附る特鵬雌
流通業務市街地の狼伽に関する法律

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法



第5表
　　用途地域内の建築物の用途制限及び形態制

例　　　　　　　　　　　　　　　示
第一狐

Z居専用

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿

兼用住宅のうち店舗、事務所などの部分が一定規槙以下のもの

上記以外の兼用住宅

幼稚園、小学校、中学校、商等学校

図書館、博物館

神社、寺院、教会

養老院、託児所、公衆浴場、診療所

巡査派出所、公衆電話所、一定規模以下の郵便局、その他一定

ﾌ公益上必要な建築物

大学、高等専門学校、専修学校、各種学校

病院

物品販売業を営む店舗（百貨店を含む）、飲食店

上記以外の店舗、事務所

ホテル、モーテル、旅館

用途↑削1眼

ポーリング場、スケート場、水泳場

まあじゃん屋、ばちんこ屋、射的場

劇場、映画館、演芸場、観覧場
待合、料理店、パー、キャバレー、ダンスホール、個室付浴場業公衆浴場　珍　　　〃

灘ξ黙面積の合計緬古える韓（一蹴以下の嶋獺

自動車教習所、床面積の合計が15国2をこえる畜舎
パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋などの食品製造工場で一定規模以下のもの　z　％　Z

欝瓢罐鷲5醐下の工場で危険性や環蹴化させるお笏

作業場の床面積の合計が150m2以下の工場で危険性や環境を悪化させる％

ｨそれが少ないもの

欝瓢灘劉亀゜庄える瑚または危険性や現㈱化。撚
危険姓が大きいかまたは著しく現境を怨化させるおそれがある工場　　　　　　　z
火薬類、石油類くガスなどの危険物の貯蔵、処理の量が非常に少ない施設　　勿　　Z

火薬類、石汕類、ガスなどの危険物の貯蔵、処理の量が少ない施設

火薬類、石汕類、ガスなどの危険物の貯蔵、処理の量がやや多い施設

火薬類、石汕類、ガスなどの危険物の貯蔵、処理の量が多い施設

卸売市場、と畜場、火葬場、汚物処理場、ごみ焼却場

建　ぺ　い　率　　（％）

　　彪
R0．40

T0．60ヲ膨…

ﾔt倒13艮

容積率　　　　（％）

50．60

W0，100

P50，200

高　さ　　　　　　（m） 10

一42一



1ミ艮

第二種

Z居専用
住　　居 近隣商業 商　　業 準工業 工　　業 備考

・

工業専用

C
＃

口建てられる用途

恁嘯ﾄられない

@　　　用途

@＃�盾ﾂき建築可
‡‡ 　％．　　　　　’’z　　　　％　　　z

＃
＃“　修

修

＃　修＃　修　％＃

z

　　　’@　　　　　　　　　修

f　　　　　　　　　　　亥
z

（都市計画において位置を決定したものなど）

30140

T0．60
60 80 80 60 60 30．40

T0．60
70

1001150

Q001300

200

R00

S00

200

R00

S00

400，500

U00，700，

W001900

P000

200

R00

S00

200

R00

S00

200

D300

S00

定　用

ﾌ　途
ﾈ　地

｢域
n　の

謗w

400

一 一 一 一
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

一

一43一



㈲　「③促進区域」

　　　　主として土地所有者等た一定期間内に一定の土地利月を実現することを義務付け

　　　区域内の土地をその特質に応じて利用させることを目的とする制度で、次の3種類

　　　のものがある◆

　①都市再開発法による市街地再開発促進区域

　②　　大都市地域における住宅等の供給の促進に関する特別措置法による土地

　　　　区画整理促進区域

　③同法よる住宅街区整備促進区域

（4）　「④都市施設」

　　　　道路、公園、下水道など、都市の生活や都市機能の維持にとって必要な施設であり

　　　当該都市計画区域内に必要な施設の位置や構造を都市施設に関する都市計画として決

　　　定するものである．

　　　　都市施設の種類とその決定状況は、第6表（全国）及び第7表（栃木県）

　　　のとおりである．

第　6　表　都市計画施設 （全国）
（1984， 3、31現在））

施　殴　区　分 都市数 計画 供用又は完了 箇所欽 備　　考

道路 58．446．42㎞ 211712．17㎞

自動車専用道路 953．61” 478．44．

幹線街路 56．183．86・ 21，667，98・

区画街路 676．38． 255．00”

特殊街路 632．57” 310．75”

うち都市モノレール専用道等 61．80． 13．85”

駅前広場 8．772．995ピ 5，106，264が 2，143

都市高速鉄遣 95 ’1．292．2』・ 725，36㎞ 166

自動車駐車場 164 154．99ha 133．80』8 290

自転車駐車場 99 14．46” 11．52” 202

自動車ターミナル 40 193，80● 171，OOσ 60

空港’ 5 216．20” 216，20■ 3

軌道 3 8．37㎞ 6．33㎞ 2

港湾 2 72．70h8 72．70ha 2

公　団 1，527 80．166．13” 35，477，11σ 28，623

緑　地 1，254 40．465．50” 7．855．40” 571

広　場 12 5，Oh魯 4．2h8 13

墓　団 222 5，476．3” 2．804．8” 287

運動場 16 78．1” 65．4” 16

遊歩道 1 15．6” 15．6． 6

水道 2 19，864” 19．864” 2

一44一



施設区　分 都市数 計画 供用又は完了 箇所数 備　　考

下水道

公共下水道 1．205．138h8 397．665h8 排水区域

都市下水路 293，122” 186，870・ 〃

流域下水遺 680．291θ 79．477”

汚物処理場 447 663．5” 596．0■ 434

ごみ焼却場 629 1，522．4． 1．235．6” 706

地域冷暖房施設 16 98．636耐 94，654㎡ 27

ごみ処理場等 144 412，3h亀 328．5』a 152

ごみ運搬用管路 4 13．040ピ 11．040耐 4

市，場 244 1，33τ，Oha 1，201，Oho 324

と畜場 99 218．3ワ 190．8” 95

河川 66 607．0” 314．1．

運　河 8 92．Ob 47．5㎞

水路 5 7．7■ 3．1■

学按 27 466，3h8 349．7ha 166

図書館 2 0．5σ 0．5” 2

体育館・文化全館等 10 96．6” 92．O” 13

病　院 8 33．0” 19．6” 10

保育所 14 5．1・ 4．8． 38

診療所等 2 1．8■ 1．8■ 2

老人福祉センター等 14 44．2’ 6．9” 15

火葬場 298 317．2” 247．4” 288

一団地の住宅施殴 73 4，845．7．
一

253

一団地の官公庁施殴 16 1．646．3”
一

11

流通業務団地 18 1．414．8”
一

19

防潮堤 8 26．3』ロ 26．3㎞ 24

防火水槽 130 34．0531が 33，719耐 1，532

河岸堤防 1 36．6㎞ 36．2㎞ 10

公衆電気通信の用に供†る施殴 1 1．4h 1．仙a 2

一45一



第7表

　都市計画施設（栃木県） （1984，3，31現在）

施設区分 都市数 計　　画 供用又は完了
計画

ﾓ所数
傭考

道路
@幹線街路
@区面街路
@特殊街路

37
@1
@8

〔1，315．肪㎞

@　0．46

@田．09

477．32㎞

@0．46
P2．07

…　　　　　．　　　．，…　　　　　．　．　●・　・　・　・　・　・　・　・　・・　…

w前広場●■●■■・　　■■■■　　　白●■●◆●●●●●●■■，
●●■●●■●●●●．
@30■■■’●■■●●■・

・．・．…　　　　●・・・・…　　　　．．・．・．．．

Q57．542．　㎡
．　．　．　．　・　●　．　．　．　・　．　．　・　．　一　，　・　・　●　．　．　・　・

P57，215．　㎡
．　　　　　　　　・・∋　・●　・

D．1旦．

都市高速鉄道
　　1●●●●■●●●■・●

，・’・・…　　　　　　●・・・…　　　　．　・・・…
@　　4．94㎞●・●●●■●●．・●・．■．・●・・・…

・　．　・　．　・　●　●　．　．　・　．　・　．・　．　・　・　．　・　．　．　．　●

@　　4．94㎞・・●　　　　　　・●　　　・　．　　・・　　…　　　　●・…

■●●●●⇔●●■■●●●●■●●●●●●●●●●●
ｩ動車駐車場●●■■■．　■．’．．　　　●●●●■．■■■●■●■■ 　2●●●●．．●

1．50ha 　　　1．50ha　9
怐@●　■●⇔■　　　■　’■■■’・●・　　　．　・．…

・　．　…　　　　　．　．　・　⇔　・　．

｡　●　●　●　●　●　●　■　．　■　・

自転車駐車場
．　．

@　1
…　　　　．．・・・・・・…　　　　．・・⇔　．・…

@　　0．07〃 0．07〃
■●■．■■●．．．・・．…　　　　㊨●・S●・●・・．

�c
・．．●●．・…　　　　●

@38
●●●●●●　　　．．・・．．・・．．・・．楡■■

@　898．別〃
■・■●吟　　　●◆・…　　　　．…　　　　．．・…　　　　．

@　665．20〃●●■■●⇔■■・●■　　　・　．・．　・’・・…

　　1

@　3
@　1．　．　．　．　．　．　・　⇔　一　．　．

@　6

．・合・・・・…　　　　．…　　　　●．・・・・・…　　　　．・

¥地
■■●●・■■・．・・
@10・・．．．●・　　・．・

●●●●●●●●●●●●■■●●●．●●●●●
@　867．0　’●●●●■●●●●■◆．■．・●・●●●●■■ 　　118．9　〃●●■■S■．・●・・　・・・　　・・…　　　　　　．・

447・　・　…　　　　　．　・　・　．　●　・

@16●　・　・　．　・　…　　　　　．　・　．

・・●・…　　　　●…　　　　．・・．・・●・・●・…

諱｡
　　5●●●．■・■・．．● 89．5　〃

　　　56．3　〃■●■●●■■●■●●　一　　吟　　　　　　・　　　　　　’．

■●・●・●・・■■・●．．．●・．’●・’・…

ｺ水遭
@公共下水道
@都市下水路
@流域下水道

　24
@11
@15●●●●●●．●…

・・●．●・・．・●．・・・・…　　　　●●…

@21．949．　ha

@2，797．　〃

@7．938．　〃

　4，552．　ha

@2．184．　〃
@　504．　〃・．・’●・．・　　　　．　■　　㊨・◆・　　●●・’・

・　　　●　念　・　・　●　・　’

怐E’・・・…　　　　．●

排水区域

@：
●…　　　　●◆●．…　　　　●．・・・・…　　　　∋・・…

?ｨ処理場 6
◆■●●●●●●●●●●●●●●●●●■．◆・

@　　8．7　〃
　　　8．5　〃●●●●●●■■●■●■●●●●　●●■■　・　　．

●●●■●●●●■…　　　　●●9●．・・●■●S●・■

ｲみ焼却場
◆◆・…　　　　．・・．・
@18■●．・■・・・…

●●■■．●．●◆・・．・・・・…　　　　．…

@　　”．3　〃
　　　27．2　〃．白　．　・　…　　　　　．　・　・　．　・　・　．・　．　・　⇔　・　・　．　．　．　・

●●■◆■●■●●●●●●●●■●●■●●●●■●・

s場
　　6・・・・・・・・…

●●●●●●●・●●●・●・・．・・●●・●・
@　　33．1　〃■・■●楡・．．．右・．．・　　　・・・　・・… 　　　33．1　〃●　■●　■　■■■　一●●．　・…　　　　●．　・・　・…

@　　9．8　〃

　　6．　…　　　　■◆●　．　…

@23・　●　■■　●　■　■，・◆■

@　6…　　　　．　，・　・・…

@　2・・●・　．・●・　…

@　8

●●●●●●■■◆●●●●●●●●●●●●・●■．・

ﾆ畜場 2 9．8　〃
●●●●●■●■■●●■●●●●●●■●●●●●●．

ﾎ葬場
・．・・．・’…　　　　．

@　8
●●●S●■●●●●■●・●●●■・●●■●・

@　　5．4　〃
●．■■●．・…　　　　●　・　・．・・・　…　　　　．．・
@　　5．4　〃●■■■　■●．・　・●．●◆　　　・．・　・　…　　　　．　・

■●■■●●◆●●●●●●●●●・●・●■・●…

齟c地の住宅施設
●●●●●■・…　　　　●
@　4●■・●．◆・・…

●●●■■●●●●■．■●■・■・・．．…
@　　14．7　〃●■●・●●●●●●■●■■●■●．■■．・・ 14．7　〃

．　．　　　・　・　，　．　・　・

●●■●●●●●●●●●●●●●●●■●■■・◆・・

ｬ通婁務団地 1 47．3　’ ………
F二二：……’”

　　5・　・■　．●●　■　■　●　．　・

@　1

㈲　「⑤市街地開発事業」

　・一般的な市街地の整億は、

　　　　公共側が骨格的な都市施設を整備し、地域地区等による市街地の土地利用の方向付けに

　　　沿って、民間側が宅地開発等を行うとしている形で進行する場合が多い．

・　市街地関発事葉では、

　　　紛合的な事業計画に基づいてく公共施設の整備と宅地の開発を併せて、面的に市街地の

　　開発を行う場合も少なくない．この面的事葉を行うことを定めるのが、市街地開発事業に

　　関する都田同叶回である．

・　この都市計口には、

　　　その事案の施行区域、事欺によ⇔て整傭される公共施設の配置の方針、宅地の利用計画

　　等を定めることとされている．
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・市街地開発事業の種類は、　第8表のとおりである。

第8表　　市街地開発事業の種類及び決定状況

（1984，3，31現在）

全　　　　　国 栃　　木　　県

区　　　分 郁市数 計画面積 計画箇所数 都市数 8栖面積 計画笛所数

土地区画鎧理事案

怐D・◆・．・s…　　．●・●．●●■●●●●■●●●．■．●・

822

E●．・●●●■●●●

205．680．1ha

E．・・・…　　　．●●■●●■●■●■●

2，880
E・．．．・・●●■●●●●●■●

　27
D・・…　　　　．・・．■

41頒9．3ha

E．・…　　　　．・　■●●●●●●●●

84

新住宅市街地開発事葉

E●．守．●．S・●●■■，■S●●●●■●．・・…　　　S…

　42
E・．●●●●●●■●

15．993．2〃

c　　　．・守・■．⇔■●●●●●●■■●

　　　48

E…　　　．・・●●・●●●■●■，

　一

D．…　　　　●・．’・・

　　一
D・・・・…　　　呼●●●●●●●●

・．．．…　　　●．■●●●●●●■

@　一
E．●■●●●●令●■■●■●●●

工案団地造成事業

E．・．・・…　　．・◆・●●●●●●■●■■●●●●●●●．・

　37

D．・．・・．◆●●●

　7，504．3ρ

E…　　　●・…　　　．・●◆．●●・●●●

　　　34

E・S・．．・．●・◆．．●●●■

　　6

c　　　　，．．◆●●●●

1．511．0”

E…　　　■・●●●●●●●■●■●

9

市街地再開発事業

Q．．．＿．．．＿．．．．．．．．＿．．：．．

123 440．0〃 　　189
D．．．．．．‘．．．．．．．．．

　　2

E　．．・　・　…　　　　．・・

@一

1．2”

・・…　　　●■●●●●●●●●■●

@　　2

．．■・．…　　　　●令■ ■．●●●●●●●s●■●◆●■■●●●

新都市基盤整備事菰

D・・．・・…　　　．…　　　■●■●●●●■●■●●●●●●■’●

　　0

E・・・・…　　　　．・．

　　　0．0’

E■●●■●●●■●■●●■■●●●●●

0

・…　　　■．■●●●●●●●■■■

@　一

・．・・．・・　・…　　　　．■■■●●

@　一

住宅街区整備事藁 3 15．0〃

．．◆・■●●●●●■●●●●●●

@　　　3

…　　　　．・●■■．・．

@一

・．．・．■●■●■●●●●●●■

@　一

・・．・…　　　●・．．■●●●●■

@　一
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4．都市計画の決定
　（1）都道府県知事が都市計画を定める場合

　　①　　都市計画の案の作成にあたって必要に応じ、住民の意見を反映させるため、公聴会等を

　　　　關催する．

　　②都市計画を決定する旨を公告し、その案を公告後2週間公衆の縦覧に供する．

　　③関係市町村の住民・利害関係人は、案について意見があるときは、縦覧期間満了の日ま

　　　　でに意見書を提出できる．

　　④関係市町村の意見をきく．

　　⑥都市計画地方審儀会の儀を経る．この場合には、③の意見書の要旨を提出する．

　　　⑥一定の都市計画については建設大臣の認可を受ける．

　　　⑦以上の手続を経た後に都市計画として決定する．

　　　⑧決定した旨を告示する．

　　　⑨⑧の告示があった日から効力が発生する．

　　　⑩建設大臣及び関係市町村長に総括図、計画図及び計画書の写しを送付する．

　　　⑪これらの図書を当該都道府県の事務所において公衆の縦覧に供する．（市町村長は送付

　　　　　を受けた写しを市町村の事務所において公衆の縦覧に供する）

　　　　　　この場合の縦覧は②．の縦覧と翼なり、地元住民その他関係者が現在いかなる都市計画

　　　　　が定められているのかを常時知り得るようにするためのものであり、期間の制限がなく、

　　　　　その都市計画が変更、廃止されるまで続けられる長期縦覧である．
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（2）市町村が都市計画を定める場合

①獅踊礪の作鵬当た。ては、（1）のρで述べた紺編ずる．地間画と

　　　沿道整備計面の場合には、このほか特に、その案に係る区域内の土地に関し所有権等の

　　　権利を有する者の意見を求める．

　②　　（1）の②．③．の手続を経る．

　⑨都道府県知事の承認を受ける．（地区計画の場合には、一定の事項について承認を受

　　　ける）

　　　都道府県知事は承認に当たって、都市計画地方審隣会の繊を経る．

　④以上の手続を経た後に都市計画として決定する．

　⑤決定した旨を告示する．その日から効力が生ずる．

　⑥建設大臣及び都道府県知事に総括図、計画図及び計画書の写しを送付する。

　⑦これらの図書又は写しが、（1）の⑪．と同様にして公衆に縦覧される．

（3）建設大臣が都市計画を定める場合

　　　　2以上の都府県にわたる都市計画区域に係る都市計画については、本来都道府県知事

　　　が決定すべきものを建設大臣が決定することとされているが、これは知事に代わって建

　　　殴大臣が決定するということであるので、手続も知事決定の場合の手続に準じて行われ

　　　る．

（4）都市計画の公害防止について

　　　　都市計面は公害防止計画に適合したものでなければなちず、そのため予め環境影響評

　　　価がなされることとなっている．

　　　　　都市計画決定権者は、第9表のとおりである．
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1

9
1

第9表
　，都市計画の決定権者

都　市　計　画 縦府県鱒決定　1市町村’決定

市靴区域及び市街化離区域1全部 1なし

地
用　途　地 ∋　大都市等に係る都市計画区域　　　　　　　　　左以外のもの　等内で定めるもの

風　致　地 区1全部 1なし

域

地

区

臨港地区，緑地保全地区，
�j的風土特別保存地区，
謔P種歴史的風土保存地区，
謔Q種歴史的風土保存地区，
ｬ通業務地区，航空機騒音
瘧Q防止地区及び航空機騒
ｹ障害防止特別地区

全　部 な　し

他の地域地区1なし　　　　1全部
促市街地再開発促進区域

き土躯醜理雌区域
域　　住宅街区整備促進区域

道 路

なし

国道，都道府県道
幅員16m（指定市では22m）
以上のもの
自動車専用道路

全部

左以外のもの

都都市高速鉄道1全部 1なし

自動車クー・ナル1一継動車クー・ナル　1左以外のもの

空 一㍉第噸～第三雛港 1左以外のもの



1

竺

1

市 公園．緑地．広場；覇耀習撒L器左以外のもの
以上） （当分の間は1ha未満）

墓 園11・』以上のもの 1・・昧満

施

水 道

下 水 道

水道用水供給事業の用に供す
る水道

流域下水道又は排水区域が2
以上の市町村の区域にわたる
公共下水道

左以外のもの

左以外のもの

河 川一級河川，二級河川 1左以外のもの

設運 河1全部 1なし

学 校1大学又館等専門学校 1左以外のもの

一団地住宅施設1集団饒が1・…戸以上のもの1左以外のもの

一団地官公庁施司全部　　　　1なし

流通業務団地1全部　　　　1なし
防　潮　施　設1全部　　　　1なし
その他の都市施設1なし　　　　1全部

市開 区画整備事剰面積2・』を超えるもの　1醸2・』以下のもの

その他の市街地開発事剰全部　　　　已し

市街地開発事業等予定区副全部　　　　　なし

地区計画㍉なし　　　　全部　　1



5．都市整備財政
　都市計画事業の事案主体及びその財源等は第10　表のとおりであり・地方公共団体

が事彙主体となる事案のうち、一定基準以上のものについては国庫補助金が交付されるが、

事葉費に対する補助金の比率及び残余の資金について、認容される起債の充当率は、　第

11　表のとおりである●

第10表
主な都市整備事業（建股省所管）とその財源

財　　　　　　源

事業主体 地方公共団

@　財
国 公 国 地

事業種別
　団
�E

三多1

そのの間

事業　内容

国の、

公団税

　自
禛X　‘　油ガ濃欝

日本開銀

負

団
団

融

公園事業 O
都市公園等の整備，
ﾃ都及び鎌地保全の
ｽめの土地の貝取り oO◎◎

下水※事業
公　下水　，　　下
?ｹ，都市下水路等の　備

○◎◎

街路事業 導麹譲b oo◎○○○○◎
都　　　　事 1 1都前遊路の整備

病

川 1

駐車揚整備事業 q帥場の錨　1 司111
獅　，⇒ 都　　の中小測の 1
’　　整 ol繊綴房の整備 1 1

土地区画整理事

ﾆ oo O齢麟鐘巖 o◎ b

市街地再開発事

ﾆ
土地の　　　用を
驍ｽめの公共施設・ o

工業団地造成事

t
首都圏，近畿圏にお
ｯる工業地の造成
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新住宅市街地開発事業 d
流通業務団地造成事業

○o
流通業務施股，公共公益施設の整備

o ○

住宅地区改良事業

織嬬設と公P o
（注）　1財源欄中Oは主要な財源，Oは一部に例があるものを示ナ．

2財政蜘資は・地方債・日本醗銀行融資に係る財⌒以外のものである．

第11表
都市計薗事業の補助率・起債充当率

事業区分 国庫補助率 補助対象範囲 起債充当率’
補助事業　　単独事業

公共下水道
管渠等6／10
I末処理施設　　　23

指定都市4凱0％一般都市75．O％

85％ 95％

流域下水道
管渠　　23
I末処理施設　　　34 93％ 75％ 90％

O下水道事業

都市下水路 4／10 全部
都　　県90％市町　　80％

特定公共下水道 1／4・2！9 全部
60％・50％
i企業負担金を除く）

特定環境保全公共下水道
管渠　　6／10終末処理施設

@　　2／3
75％ 85％ 95％

　合下水
謇{査

1／3
全部

O公園事業

都市公園 施設　1／2p地　1！3
52．0％

都道府県・指定市90％

D市町村90％
同左

古都及爺地保全
古都保全4／5
ﾟ郊緑地2／3
ﾎ地、　13

全部 同　上 同左

O街　路　事　業 　23R戟管｝6） 全部 80％

’O土地区画整理事業
　2！3
g合施行事業の一部は12

全部 80％
100％　宅地
｢成を目的とる

講§馨；／1全部O市街地再開発事業　　　　　　　　　　　　　　　　80％．　　　100％

（注） 1　補助司噂は昭和麟度予算におけるもので原則的な率を示したものである。2彙認欝㌶犠i『助轍ついては地方撒騨独蜘こついては拠
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工　中国側の質問事項

　（力　日本の土地私有制度下の線引き、事業実施上の問題点

　（イ）都市計画行政従事職員数

　（ウ）全総計画の内容と決定機関

　←）　日本の市の要件

　㈱　人ロのUターン現象対策

一54一



（2）　日本の老人問題の状況と対策の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月21日AM　8：40～11：23於北京市友好協会会議室）

　ア　担当：今吉鹿児島県副知事

　　　　　　（通訳）友好協王浩

　イ　出席：日本側一長野岡山県知事、山口、池田随員

　　　　　　中国側一黄世明友好協副会長、唐一志財政部城市福利司々長

　　　　　　　（司会）ほか同部幹部、民政部幹部、北京市職員、友好協

　　　　　　　職員等計20名

　ウ　説　明

第1　高齢化社会の進展

　1　高齢化の予測

　　　日本の高齢者（65歳以上）人口は1950年416万人、1984年1，196万人

　　と急速に増加を続けており、2020年には全人口に対する割合が21．8％と

　　ピークに達することが予想されている。

　　　　　　第1表人口高齢化の国際比較（65歳以上人口比率の推移）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年　　　　次 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

日　　　　　本 5．7 7．1 9．1 11．6 15．6 18．8 21．8

オーストラリア 8．5 8．3 9．3 10．4 10．9 11．7 14．4

フ　ラ　ン　ス 11．6 12．9 13．7 13．2 14．6 14．4 17．4

西　ド　イ　ツ 10．8 13．2 15．0 14．1 15．4 18．7 19．2

スウェーデン 12．0 13．7 16．2 17．5 16．7 18．0 20．7

イ　ギ　リ　ス 11．7 12．9 14．9 15．5 15．3 15．6 17．7

アメリカ合衆国 9．2 9．8 10．7 11．4 11．3 11．5 14．2

（資料）　日本は．厚生省人口問題研究所「将来人ロ新推計（昭56．11）」（中位提計）

　　　諸外国は国際運合1980年推計．
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　高齢者人ロの割合が年を追って高まる傾向は、先進諸国に共通した現象で

あるが、日本の場合は、2020年時点では世界最高になることと、その進行

が著しく早いという大きな特徴がある。（第1表）国民の10人に2人が65

歳以上の高齢者であり、しかもそのうちの1人は75歳以上という状況が、35

年後には確実に到来する日本では、高齢者対策は国政の重要な課題の一つで

ある。

2　高齢化の原因

　　高齢化の原因の第1は、出生率の低下である。人口1，000人当たり出生数

　は1940年29．4であったものが、戦後のベビーブームで1947年には34．3

　と一旦は上昇したが、それ以降は下降に転じ1965年18．6、　1975年17．1、

　1982年以降は12人台が続いている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2表　　　　（人）

人口

第2には、

1，000人当りの死亡者数は、

死亡率の低下をあげることができる。

1950年までは
西歴
出生　死亡

i人口千対）

自然

揄ﾁ

2桁であったが、 医学の進歩や公衆衛生の向上、 1900 32．4 20．8 11．6

1910 34．8 21．6 13．2
食生活の改善等によって、 1970年以降は6人台 1920 36．2 254 10．8

を維持している。 死亡率の著しい低下は、 出生率
1930 32．4 18．2 14．2
1940 29．4 16．5 12．9

が低下したにもかかわらず、 人ロ増加を招くと同 1947 34．3 14．6 19．7

1950 28．1 10．9 17．2
時に、 平均寿命の伸長、 ひいては高齢化社会の到 1955 19．4 7．8 11．6

来をもたらすことになった。 （第2表）
1960 17．2 7．6 9．6

1965 18．6 7．1 11．4

第3表 平均寿命の推移 （歳）
1970 18．8 6．9 11．8

1975 17．1 6．3 10．8

区分
1935
`1936

1950
`1952 1965 1975 1983

1984
1980

P981

13．6

P3．0

6．2

U．1

7．3

U．9

1982 12．8 6．0 6．8
男 46．92 59．57 67．74 71．73 74．20 74．54 1983 12．7 6．2 6．5

1984 125 6．2 6．3
女 49．63 62．97 72．92 76．89 79．78 80．18 資料：厚生省統計情報部
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　平均寿命は近年着実

に伸び続け1984年に

は男74．54歳、女80．18

歳に達し、世界最高と

なっている。（第3～

4表）

第4表　平均寿命の国際比較
（歳）

区　　　　　　　　分 男 女

ア　メ　リ　カ（1980年） 70．5 78．1

イ　ギ　リ　ス（1979－81年） 70．8 76．9

フ　ラ　ン　ス（1978－80年） 70．05 78．20

南　ド　イ　ッ（1980－82年） 70．18 76．85

スウェーデン（1980年） 72．76 78．81

資料：Demogmph　i　c　Yearbook　1981　U．N．等

3　負担の増大

　　日本の高齢者扶養負担は、現在では、実質的な生産年齢人口（20～54歳）

　6人弱で1人の高齢者を支えているが、2000年には4人弱で1人を、2020年

　には2．5人で1人を支えなければならない。さらに、これを支える労働者に

　っいても若年労働者の供給が減少するために高齢化が進展し、55歳以上の労

　働人口の割合は、1985年の18％が、2000年には23％に達することが

　予測される。

4　家族の変化

　戦後実施された民法の改正によって、日本の従来の家族制度は大きく変化

　し、夫婦を中心とする核家族化が急速に進んだ。また、産業構造の変化に伴

　い、若年層が大量に流出した農村地帯には高齢者世帯が残され、一方過密化

　した都市部では、住宅事情が核家族化を一層増幅させることになった。（第1図）

　　高齢者のうち子供と同居している者の比率は、1963年79．9％、1973

年74．2％、1983年66．8％と次第に低下している。地域別では、都市部

　ほど高齢化の単独世帯や夫婦のみの世帯の割合が高くなっているが、このこ

　とは、高齢者が独立で生活を営めなくなった場合、社会的援助を必要とする

　状態に陥り易いといえる。（第2図）
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第1図世帯の推移
36，497

（千世帯）

35、000

25，006

、．89弊命一攣…㍗
‥巳一一ザ’

　　4．87
　平均世帯人貝　　　　　　　　　、4．68

＼き・45

　　、r事3・35
　　　　　3．28
　　　　、」、勺●

　　　　　　3．25

　　大14　1015　2830354045505558　　正
　　9　　　　　　5
　　年　　　　　年

資料　昭和15年までは総務庁（統計局）「国勢調査」

　　　昭和28年以降は厚生省（統計情報部）「厚生行政基礎調査」による。

（人）

第2図　市郡別に見た65歳以上の者のいる世帯の構造

夫

大
都
市

あ

携

市

郡
部

三世代世帯

鷲1壼1： 26．6

、、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

@、、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

@　＼、　　　　＼、

i：・認迦：ぎll≒1
22．8

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
A　　　　　　　　　　　　　　　　　、　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

@　、　　　　　　　　　　　　　　　　　、

籔㌻蚕：：㌧｛言i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

22．0

（％）　40　　30　　20　　10　　　0　　　0　　　10　　20　　30　　40　　50　　60　　70　　80（％）

　資料　厚生省（統計情報部）「昭和58年厚生行政基礎調査」

　（注）　1　大都市とは，東京都の区の存在する地域及び10大市（横浜，名古屋，

　　　　京都，大阪，神戸，北九州，札幌，川崎，福岡，広島）

　　　　2　65歳以上の者のいる世帯の全世帯に対する割合は，大都市19．6％，

　　　　その他の市229％，郡部34．1％である。

　　　　3　白ぬきの部分は，「夫婦と未婚の子のみの世帯」，「片親と未婚の子

　　　　　のみの世帯」と「その他の世帯」である。
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第2　高齢者対策

　　高齢者対策は、高齢者が、健康を維持して経済的に安定し、住み良い環境の

　中で生きがいを持って充実した生活が営めるとともに、病気やねたきりになっ

　た場合には、必要なサービスが受けられるような制度を確立することにある。

　　しかしながら、これらのすべてを公的資金で賄うとすれば、その額は膨大な

　ものとなり、高齢者を支える側の国民の負担能力の限界を超えることが予想さ

　れ、仮りにそれが可能であるとしても、国としての活力を失うことになる。従っ

　て、高齢者対策は、まず国民の一人ひとりが自己の保有する手段と能力を活用

する自立自助を基本に置き、次いで地域における相互扶助機能を活用してこれ

を支援し、必要に応じて公的支援を行うという社会の仕組みを確立することが

必要である。

　以下、現在日本が実施している高齢者対策の概略を掲げる。

　1　意識啓発活動

　平均寿命が年々

伸び続け、男子

74．54歳、女子

80．18歳という世

界一の長寿国にな

った日本では、若者

を含めて、国民の誰

もが将来は高齢者

の仲間入りをする

可能性を持ってい

第3図ライフサィクルの変化
（1）大正期（1910～20年代）

　　ロま　　　　　　まほ

　　　‘　　竺
　　婚生　　　　　　第生
　　も　　　　　　　　　　　　　ユコ

　　ii　　子i

長束初　夫夫　　妻

ξ巽引死死
書狂三　還亡　　亡
コ　　コ　　コ　　　　　　　　コ　　　　　ロ

iiiiii
夫　2502循

妻

39．5 　545525　　　　　600615
　550

　　　琵昌
　　（3．5年）

　　老震狭
　　養潮間
　　（50年）

　三堂代同居
　期間（10年

直系二堂代夫鵠
同居xn間（125年）

る。既に国民のライフサイクルに大きな変化が生じているが（第3図）、こ

れに的確iに対応するためには、人生50年時代につくられた諸慣行や考え方を

見直し、人生80年時代にふさわしい社会の仕組みをつくりあげていかなけれ
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ばならない。この

ためには、高齢化

社会の意義、問題

等について、共通

の理解と認識を持

ち、個人、家庭、

企業、行政のそれ

ぞれが、高齢化社

会の中で果たすべ

（2）現在（1980年）

　　結長末髭
　　　子子
　　　抵＾
　　婚生懲生

　　ii宅
　　1言∨

ま鰭　；
：

！

i

夫280　　325
　　295

525　　5〒．5590　　650 750

三

亨

…

　ゐロ妻　　205295 495　　545560　　620

↓産

ゆのロエザラ

L。。。酬、，、。。）

72夕　　795

出真　昭和59年　人ロ問題審簾会鯛告

　　　　L融穎間
　　　　（乃年）

　　老艮扶養閉間
　　　（1τ5亭）

　三世代岡居期聞
　　（235年）

直系二世代夫●
同居朗間（250

き役割を自覚し、連帯して問題の解決に対応していけるよう意識啓発を図る

必要がある。

　現在、学校教育、社会教育の中で高齢期に向けての準備教育を行うととも

に、敬老意識を高めるため敬老の日（9月15日）記念事業等を全国的に地域

　ぐるみで実施している。

2　雇用の促進

　　高齢者は、経済的な理由から、また、生きがい、健康維持のうえからも就

業意欲が極めて強い。長い間、培ってきた高齢者の知識と経険は、社会的な

資産であるので、これを活用して自立自助の道を拓くため、高齢者の雇用

　の促進を図る必要がある。

　現在、大企業を中心に55歳から60歳への停年延長が除々に進みつつあるが、

　それが65歳を超えるにはかなりの年月がかかるものと思われる。しかしなが

　ら、停年退職後の再就職を促進するため、企業自ら又は、公共機関が実施す

　る職業能力再開発制度も活用されており、さらに国と県は社会福祉協議会等

　に委託して高齢者能力開発情報センターを全国各地に開設し、高齢者に対し

　て就職のあっ旋や情報の提供を行っている。（第5表～第7表）
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第5表　停年退職後も働きたいか 第6表　何歳くらいまで働きたいか
　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

一 被傭者 一 50歳
ｭらい
55歳
ｭらい

60歳くらい 65　歳
ｭらい
70歳
ｭらい

　ける
ﾀりず
@と

その他
わから

ﾈ　い
針

きたくは 総　数 6 8 21 11 3 43 3 5 100

肢当者数

ぜひ働き’た　　い よい仕

藍Z
ないが生活のために必

@であれば
@く

働きたく

ﾈ　　い
その他
わから

ﾈ　い
計 釦～29歳

R0～39

710 810 16

Q1

58 12 39

S2

92 15

T

100

P00

40～49 6 10 25 9 2 44 1 3 100

総　　数 1，729 26 32 16 18 ・1 7 100

50～59 1 5 27 16 4 44 1 2 100

20～29歳 溺 17 31 18 22 0 12 100

60～64 1 1 2 22 12 60 1 1 100
16 18 1 8 10030～39

S0～49

544

S83

26

h
31

18 16 1 4 100
賓料

鋤
（広報寛） 「働労意良口関する世胎鞠 （昭和57年）

50～59 291 30 33 13 18 2 4 100

⌒
鵠 50 28 4 5 4 9 100

賓料題府（広報室）「助労憲埠に関ナる世論間査」（昭和57年）

第7表年齢階級別及び就業（希望）理由兄蹴業（希望）高齢者
　　　　数の割合（男）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

就 業 者 就 業希 望者
就業（希望）理由

計 ㍍1ε2姦 65～U9 計 1謡1雛 ε言爾

就　　業　　者
i就業希望者）

100．0 100．0 100．0　100． 100．0 100．0 100．0 100．0

経済上の理由 851 91．7 81。4　73．2 49．6 69．6 4L6 4α9
自分と家族の生
活を維持するた 78．5 87．9 72．9　620 3α2 51．6 23．1 1｛L1
め
生活の足しにするため

6．0 3．3 7．8　　10」6 18．7 1τ3 1τ8 21．1

そ　の　他 0．4 0．4 0．5　　α3 α6 α5 0．6 α7

不　　　明 0．2 α1 α2　　α3 α1 α2 ●1 一

健康上の理由 5．1 2．6 6．7　　9．3 21．4 16．0 24．8 22．4

いきがい・社会参加のため

5．0 2．9 6．4　　8．4 18．7 8．1 227 23．7
（頓まれたから）時間に余裕があるから

2．5 1．3 2．8　　54 7．2 5．2 62 1α2

そ　　の　他 2．2 L4 2．6　　3．7 L6 α8 1．7 23

不　　　　明 α1 0．1 α0　　α1 1．4 α4 3．0 α6

　　　資料　労働省（政策調査部）「高年齢者就業実態調査」（昭和58年）

　また、現在産業界では、OA化、　ME化が急速に進展しており、高齢者で

なくても年輩の勤労者にとって、それらに適合しにくくなっている実態が見

受けられるが、今後は高齢者でも容易で安全に使いこなせるマイクロエレク

トロニクスの開発や、高齢者の能力を補完する機器の開発が望まれている。
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3　生きがい対策の促進

　高齢者は就労からの引退による社会的役割の低下、子供の独立や配偶者と

の死別などによって孤独や無為に陥ったり、生きがいを喪失することが多く

　なりがちである。

　　特に、日本の高齢者は仕事に生きがいを求める傾向が強く、仕事からの引

　退が、老後の生きがいに大きな影響を与えることが多い。

　　　　　　　　　　　　　も　　従って、高齢者がこれまでに蓄積した経験と能力を有効に活用できる機会

　を確保することは、高齢者の生きがいを高め、充実した老後生活を確i保する

　という点からも重要である。

　　一方、仕事から離れるとした場合の老後に求める生きがいについての意識

　を見ると、「趣味、余暇を楽しむ」が多く、年齢が加わるにつれて「友達、

　隣人とのつきあい」の度合が高くなっている。（第8表）

第8表　老後に求める生きがい
　　　　　　　　　　　　　　（複数回答）（％）

30

35

40

45

50

趣楽 社 信 家だ 友の 1そ｛ 特 不
哀余し暇

会奉 族ん

ﾆら

達っ

Fき
lあ

　1
ﾌ

にな

をむ 仕 仰 のん とい 他 い 明

計 6L1 13．3 91 50．8 39．4i11．11 7．9 0．2

～　34歳

`　　39

67．6

U4．2

10．5

P3．0

5．7

U．6

47．7

S9．5

　136．8

A9．1

　L21
　8．2 0．2

ｿ1

～　　44

～　　49

～　　54

60．1　　15．5　　　8．1

57．5　13．5　12．1

543　　14．2　　14．3

51．0

54．0

524

39．7　　1．4

40．4　09

418　　11

7．5　　0．3

7．6　02

8．1　01

　　　資料　総務庁（老人対策室）「老後の生活設計に関する調査」（昭和50年）

　また、高齢者の地域奉仕活動への参加意欲はかなり強く、長い自由時間と

豊富な知識、経験を有する高齢者が、地域社会活動の中心的役割を担うこと

になれば、地域社会が活性化され、連帯感のある地域社会を形成することが

できる。（第4図）
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このため、

木工、竹工等

高齢者の知識

と技能を生か

す共同作業所

等を設置する

生きがいと創

第4図　参加している地域奉仕活動の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答）（％）

12．5

造の事業、老

人クラブの活

動を通じて社

会奉仕に参加

するための老

人クラブ助成

事業等を実施

している。

　　　欝　　1垂　1蓮欝’籠

資料　総務庁（老人対策室）「老人の地域奉仕活動に関する調査」（昭和57年）

（注）本調査における「地域のための奉仕的な活動」の内容

　　1　地域環境保全（公共地の清掃・除草・植樹，美化運動など）

2

3

4

5

地域安全管理（交通安全運動，防犯・防災運動，水難防止運動など）

地域教育・文化活動（郷土芸能の伝承，史蹟の保存．趣味やスポーツの指導，子ども会の育成など）

地域福祉活動i輪擁璽麗茜鶏蜘酬
団体活動の世話ﾟ倉曝議董会負遵謬・地域の催し）

4　年金制度の整備充実

高齢者の生活費に関する考え方を見ると、自助意欲が最も強いが、家族に

対する期待も欧米諸国に比較してかなり高い。

第9表　老後の生活費に関する考え方
（％）

1・本レ　イレ・・カ1・ギ・スレランス

働けるうちに準備し，

ｼに頼らない

ﾆ族が面倒を見るぺき

ﾐ会保障でまかなわれ
驍ﾗき

55．0

P8．8

Q1．8

24．7

U1．4

Pα6

607

ｿ6

Q91

　　　144．2

O2

S7．1

27．5

Q．2

U6．1

　　　　資料　総務庁（老人対策室）「老人の生活と意識に関する国際比較調査」（昭和

　　　　　　56年）

　1983年の総理府調査によれば、親の生活費をいぐらかでも負担している

者は38％であった。また、親の生活費負担についての一般的意識を見ると、
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財産を継いだ子が1人で負担するのが良い31％、一律に負担21％、収入

　に応じて負担19％、長男が1人で16％となっている。今後、高齢者中拠

　出制年金の受給者の割合が高まって来るに従って、親も子も扶養に関する意

識は大きく変化することが予想されている。

　　公的年金制度は、今後、高齢者の生活を支える中心となるもので、基礎年

金の導入等大幅な改正が行われたところであるが、現行の3種7制度にわた

　る公的年金は、1995年を目途に一元化が進められることになっており、こ

れによって制度間格差の是正、制度の安定的運営、重複過剰給付の整備がよ

　り一層進められることになる（厚生年金を例にとると、40年加入の場合夫婦

の年金月額は、1984年度価格で176，200円）。

　　また、多様化する高齢者のニーズに対応し、豊かな老後を過すための企業

年金や個人年金も年々整備、拡充されつつあるところである。

5　保健、医療対策の充実

　いかに健やかに老いるかは、高齢化社会での最大の課題の一つになってい

　る。高齢者は、加齢とともに、心身の機能の衰えにより、有病率・受診率が

高く、しかも高血圧、脳卒中、心臓病など循環器系疾患の割合が高いので一

旦り病すると治療に長期間を要し、全快しにくく、また、ねたきりになるな

　どで、医療費の負担は、個人的にも社会的にも莫大なものになり易い。

　　1983年度の医療費の内容を年齢階級別に見ると、65歳以上の者の総人口に占

める割合は9．8％であるのに、国民医療費に占める医療費の割合は34．4％に達

　している。さらに70歳以上の者の1人当たり平均医療費は、70歳未満の者の

平均の52倍となっている。そこで、医療費についても、本人が若干負担し

た残りを、国、県、市町村と保険者の拠出金で支払う特別な老人保健制度が

確立されている。

　　一方、高齢者のかかり易いこれらの疾病は、日常の健康管理や食事管理を

注意深く行うことによって防ぎ得るものも多いので、老人保健管理事業や老
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　人精神衛生相談を通じて、個人個人が「自分の健康は自分で守る」という意

　識を持ち、平常からスポーツを通しての健康増進や疾病の予防、早期発見、

　早期治療に努めるよう指導するとともに、行政はこれを支援するための保健

　予防体制の整備に努めている。

6　要援護老人対策　　　　　　　　　　　　　　　　　………（第14表）

（1）在宅福祉の充実

　　　高齢者のうちねたきり老人の数は、全体の3．9％に達しており、この比

　　　　　　　　　　　第5図　ねたきりの人の数と割合

0．1％　　　　　　　　　　ねたきりの人の数70千人

　　　15

O3　　20

O．4　22

44歳以下

S5～49歳

T0～54

T5～59

U0～64

U5～69

V0～74

V5～79

W0歳以上

．7　　　34

k7 @　　　　68　　　　鵠芋2㌶効会ロ
@　　　2．8　　　　　　　　　　91　　　人の割合

@　　　　　　　　　　4．7　　　　　　　98
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　181

10．1

資料　厚生省（統計情報部）「厚生行政基礎調査」（昭和56年）

率は高齢になる程高く

なっている。ねたきり

老人は、住み慣れた地

域社会の中で、できる

だけ家族や近隣の人た

ちと暮らしていけるよ

うにすることが大切で

ある。しかし、核家族

化、婦人就業の増大等

によって、家族の手の

みで介護を行うことが

第6図
《人，

　21．000

　20．000

　19．000

　　よ　　

姦17・。。。

816・。。。

215・。。。

　14．000

　13．000

　12．000

家庭奉仕員の設置状況

12蜘　　　精禦
4n．2，

　　　13．120
　　　川．3ハ

lli誓

‖溜！

｝㌫

　別．613
　（18．0，
19．go8
“6．6｝

　　　　昭晶喧5455託・・5859あ

厚生省社会局姻ぺ

｛注）　1．　対象京庭奉仕貝の派遣1二は老人のほか，身体障書者，’

　　　心身障害児（音）が含まれている．

　　2．　（・・　内は，人口10万対比
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次第に困難になって来ているので、これを支援する体制を整備することが

必要である。このために、家庭奉仕員（ホームヘルパー）の派遣事業や、

ねたきり老人を介護する老が疾病等により一時的に介護が困難になったと

　第10表　ねたきりとなった場合に介護を頼む相手方　　　　　　き、特別養
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

1 ねたきりとなった場合に介護を頼む相手方
実数

配偶老 息子

嫁 娘

子供達全員

そ家

ﾌ族

ｼ親

ﾌ族

‡η魏、＋ノ 家ム施
ｭへ設
wルな・パど

�I

わからない

全　　体
　人
k428 36．7 4．0 27．7 11．4 3．6 0．5 （83．9） 8．5 7．6

性　　別 男性

乱ｫ

638　68．8
@　（一）

V90　10．8
@　（一）

（15．7）

@4．3
i6．6）

・・

P（10．636．8）　　41．4　　（45．2）

4．9
i16．9）

P6．7
i18．7）

　2．5
i8．9）

S．4

i4．8）

　一i1．1）

@工0
i1．4）

（90．4（79．4））

i（ll：1））

　417
i12．4）

P1．5
i13．2）

　4．9
i8．2）

@9．9
i10．1）

資料　総務庁（老人対策室）「老後の生活と介護に関する調査」（昭和56年）

（注）1　調査対象は60歳代の者である。

　　2　性別欄の（　）内は，配偶者が面倒を見られなくなった場台について

　　　再掲したものである。

第11表55歳以上のねたきり者の状況

護老人ホー

ム等に保護

するショー

トスティ事

業、虚弱老

人等を特別

己護老人ホ

1ねたきり轍　1；灘熾
入　　　　　　　院

ﾝ　　　　　　　宅

131千人（29．9％）

R07　（7α1）

72千人

Q52

合　　　計1　438（…）1　324（・…％）

一ム等に通

所させて、

入浴、給食

リハビリテ

一ション等

のサーヒス

を提供する
資料　厚生省（統計情報部）「厚生行政基礎調査」（昭和56年）

ディサービ

第12表介護の内容 （複数回答）（％）　ス事業等を

介 護 の 内 容

実数 白ﾚ動罐徽1舗の1雫麗藷1その∋合計
全体1728人1…1…1…「6・・1…1…1・・137・・

性

別

男　性

女　性

236

492

43．6

46．1

57．6

55．1

46．2

64．0

47．5

78．0

47．5

86．0

当：：1 293．2

407．0

実施してい

る。（第5、

6図、第10

表～第12表）

資料　総務庁（老人対策室）「老後の生活と介護に関する調査」（昭和56年）

（注）調査対象は60歳代の者である。、
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②　老人福祉施設の整備

　　要援護老人の介護は、在宅福祉を基本とするが、在宅では介護できない

　要援護老人については施設入所サービスを提供する必要がある。老人福祉

　施設の整備状況は、第13表のとおりである。

　　　　　　　　第13表老人福祉施設

種　　類 入　　　所　　　要　　　件 施設数 定員数

特別養護老人　　　ホーム
原則として、65歳以上の者で、身体上又は精神上
?ｵい欠陥があるため、常時介護を必要とし、居
薰ﾅこれを受けることが困難な者

1，505
　　　人
P11，970

養護老人

@　　ホーム

原則として65歳以上の老で、身体上、精神上又は
ﾂ境上の理由及び経済的理由により居宅で生活す
驍ｱとが困難な者

946 69，600

軽費老人

@　　ホーム

原則として、60歳以上の者で、身よりがないか、
狽ﾍ家庭の事情で同居できない老で、基本利用料
ﾌ2倍程度以下の収入のある老（ねたきり歳人を
怩ｭ。）

233 14，269

　　　　（厚生省調査　1984年10月1日現在）

　　これらの施設は、県、市町村又は社会福祉法人が設立しており、国庫補

　助の対象（設置費、入所者の措置、生活費、及び管理運営費）となってい

　るが、県立以外のものについては県も補助をしている。

㈲　痴呆性老人対策

　　高齢者の増加に伴い痴呆性老人が増え、深刻な問題になっている。

　　痴呆性老人は、全国で約60万人いるといわれているが、このまま増え

　続けると、2000年には100万人を超えることが予測されている。

　　現在、日本では原因の究明と治療方法の確立に積極的に取り組んでおり、

　脳萎縮型以外のものについては、予防方法、治療方法ともに少しずつ解明

　されつつある。未だ痴呆性老人の専用収容施設はないが、特別養護老人ホ

　ームに痴呆性老人の専用居室をつくる場合には、その一部を補助する制度

　が発足しており、また、収容施設での処遇技術の向上を図るための研修会

　が全国的に盛んに行われている。
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第14表　老人福祉対策概覧

（1）在宅福祉対策
（1985年度）

事 業 名

要

援

護

老

人

対

策

促
進

老人家庭奉仕員
派　遣　事　業

老人日常生活用
具給付等事業

通所サービス
事　　　　　業

訪問サービス
事　　　　　業

痴呆性老人処遇
技術研修事業

老人クラブ等
活動推進員

老人クラブ活動等
社会参加促進事業

高齢者能力開発
情報センター運営

事 業 の 概 要

　ねたきり老人等日常生活を営むのに支障がある者に派｛遣．家庭奉仕員数＿人

　ねたきり老人等の日常生活を容易にするための日常用｛

　具を給付（低所得世帯に限る）

　　＊給付品目　【特殊寝台・マットレス・三アパット

　　　　　　　　　・便座（便器）・浴槽・湯沸器・特

　　　　　　　　殊尿器・火災警報器・自動消火器・

　　　　　　　　入浴担架・体位変換器・老人用電話
　　　　　　　　（貸与）】

ねたきり老人等を介護する者が疾病等により一時的に｛

　介護が困難となった場合及び介護疲れによる休養等

　（自己負担）の場合に特別養護老人ホーム等で保護

　　＊対象人員　　27，845人

　虚弱老人等をデイ・サービス施設に通所させ、入浴、｛

　給食、日常動作訓練等各種のサービスを提供

　　＊実施か所数　　96か所

　ねたきり老人の居室まで訪問して、入浴、給食、洗濯｛

　のサービスを提供

　　＊実施か所数　　10か所

痴呆性老人処遇技術研修施設（特別養護老人ホーム）｛

　を指定し、寮母等の実践研修を実施

　　＊40施設

　単位老人クラブの育成指導及び市町村老人クラブ連合｛

　会が行う活動等に対する指導

　　＊活動推進員　　98人

　老人クラブが行う各種の地域福祉活動事業等に対する｛

　助成及び老人クラブ活動の一環として行う陶芸、園芸、

　木工などの生産活動に対する助成

　　＊老人クラブ数　　127，107クラブ

　　＊会員数　　8，077，080人（60／3末日現在）

　　＊生きがいと創造の事業　　40か所

　概ね65歳以上の者に対し、各種の相談とその希望と能｛

　力に応じた適切な仕事の斡旋及び各種福祉サービスの

　情報の提供等を行う

　　＊実施か所数　　A型　78か所

　　　　　　　　　B型　70か所

旬　＊印は予算上の人員、か所数　　老人クラブは、厚生省統計情報部「社会福祉行政業務報告」
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②　施設福祉対策

事 業 名

軽費老人ホーム（A型）

事 業 の 概 要

　（入所要件）｛

　　原則として65歳以上の者で、身体上又は精神上著し

　い欠陥があるため常時介護を必要とし、居宅でこれを

　受けることが困難な老

　　＊1，505か所　　111，970人

　（入所要件）
｛

　　原則として65歳以上の者で、身体上、精神上又は環

　境上の理由及び経済的理由により居宅で生活すること

　が困難な者　　　＊946か所　　69，600人

　（入所要件）｛

　　原則として60歳以上の老で、身よりがないか、又は

　家庭の事情で同居できない者で基本利用料の2倍程度

　以下の収入のある者（ねたきり老人を除く）

　　＊233か所　　14，269人

　（入所要件）｛

　　原則として60歳以上の老で、家庭環境、住宅事情等

　の理由で居宅で生活困難な者（ただし、自炊が原則で

　あるので、これが可能な程度の健康状態であること）

　　＊38か所　　1，810人
　（入所対象者）
｛

　　上記老人ホームの入所要件に該当しない者や公的援

助のある施設に入ることを望まない者

　　＊92か所　　7，815人

　　地域の老人に対して、各種の相談に応ずるとともに、｛

健康の増進、教養の向上及びレクリエーシ・ンのため

の便宜を総合的に共与するための利用施設

　　＊1，689か所

　地域の老人に対して、教養の向上及びレクリエーシ｛

　ヨン等のための場を与え、もって老人の心身の健康の

増進を図ることを目的とする施設

　　＊3，605か所

　　景勝地、温泉地等の休養地において、老人に対し低｛

廉で健全な保養休養の場を与え、もって心身の健康の

増進を図ることを目的とする施設

　　＊68か所

資料：厚生省統計情報部「社会福祉施設調査」

囲　　事業の概要の欄の＊印は昭和59年10月1日現在の施設数、定員数
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7　生活環境の整備

　　住宅は、家庭生活の基盤であり、とりわけ、住宅及びその近隣で過ごす時

　間の長い高齢老にとっては、住宅の持つ意味は大きい。

　　我が国の高齢者の居住形態は、伝統的には子供との同居が多かったが、’近

　年は同居率が年々低下している。しかし、意向調査によれば、親の側からも、

　また子の側からも60～70％と同居志向は高い水準を示している。また近年、

　個人生活を尊重しつつ親子のつながりを保つものとして、隣居近居と呼ばれ

　る居住形態が現われてきている。

　　国は、市町村を通じて高齢者向け公営住宅の建設を積極的に進めるととも

　に、高齢者と子供の同居を促進するため、子供が高齢者と同居するための部

　屋をっくる場合には、特別の融資を行う制度を設けている。

　　また、高齢者が、家族や地域住民とふれあう機会を増やすため、従来、人

　里はなれた閑静な地域に建設されていた特別養護老人ホームや養護老人ホー

　ム等の老人施設をなるべく住居地域内に建設するよう指導している。

　　さらに、繁華街の階段式の歩道橋を撤去して、横断歩道を増やす等、身体

　的機能の低下した高齢者が、安全でかつ円滑に行動できる、まちづくりの工

　夫を都市計画行政の面でもきめ細かに行っている。

第3　鹿児島県における老人福祉対策

　1　概　　況

　　　鹿児島県は、人口1，819，245人（1985。10．1）で本土の最南端に位置し、

　　総面積9，164㎞2で、九州本土に属する薩摩、大隅の二大半島及び種子島、

　　屋久島、遠く南に伸びる奄美群島等の多数の島々からなっている。霧島火山

　　帯が県土を南北に縦断しているため、本土の大部分はシラスと称する火山灰

　　土壌に覆われている。

　　　県内いたるところに温泉が湧出しているうえ、人口52万人を擁する鹿児

　　　　　　　　　　　　　　　　一70一



　島市から僅か4㎞離れた桜島は、　20数年前から連日火山活動を続けている

　ため、九州観光の拠点になっている。畜産を主体とした農業県で、肉用牛、

　豚、ブロイラーの飼養頭数は全国1位、採卵鶏は第2位である。工業の振興

　を図るため、テクノポリスの建設、原子力発電所の建設、石油備蓄基地の設

　置等を積極的に進めるとともに企業誘致にも力を入れており、IC製造業、

　セラミック工場等先端技術関連企業の立地が進んでいる。

　　薩摩半島南端の坊之津は、遣唐使時代からの中国との貿易港として栄えた

　町で、鑑真和尚が最初の足跡を残す等、中国との係わりは深い。鹿児島市内に

　も唐湊の地名が残っている。

2　老人福祉対策

　　1981年、厚生省人口問題研究所が行った1985年人口推計によれば、全

国の65歳以上の高齢者率が10％であるのに比べて、本県のそれは、14％と著

　しく高く、全国第3位の老人県で、過疎の進んでいる地域によっては、20％

を超えている所もある。これは、県内に雇用の場が少ないため、新規学卒者

が大量に県外に流出することによるものである。

　県では、若者の就業の場を創造するため、企業誘致に力を入れる一方、「ぬ

　くもりに満ちた県政」をモットーに、老人対策を県政の最重点項目の一つに

掲げている。

　なかでも、老人福祉施設の整備に力を入れており、1986年4月1日現在

で、特別養護老人ホーム62か所（全国第4位）、養護老人ホーム39か所

　（全国第2位）・軽費老人ホーム8か所（全国第8位）を設置する等、国庫

補助対象事業の全般にわたって積極的に取り組んでいるほか、第15表に掲げ

るような県独自の事業も、幅広く、かつ、きめ細かに実施している。
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第15表　鹿児島県の老人福祉対策
（単独事業）

事　　　業　　　名 内　　　　　　　　　　　　　　容

地域ぐるみの老人と子どものふれ
?｢事業

世代間交流活動を推進し、老人の生きがいを高め、児童生徒
ﾌ健全育成に資する。（事業主体：県社協、県老連　世代間
ﾎ談会の開催、郷土玩具製作等）

豊かな高齢化社会を考える洋上研

C事業

活力ある老人・青壮年が集団生活を通じ、地域社会における
?ｮ推進の意欲を譲成し、老人の生きがいの増進を図る。
i船内研修、県人会とのふるさと交流会等）

高齢者の生活を豊かにするメニュ

[事業

高齢老の生活を豊かにするため、メニュー事業を市町村が選
�ｵて実施し、地域の実態に即した生きがい対策の充実を図
驕B（老人福祉パス・ゲートボール場の設置、入浴、給食サ
[ビス）

高齢老体育文化活動費補助事業

老人の健康保持、社会参加活動を促進するため、老人スポー
c大会等を実施し、老人の生きがいを助長するとともに老人
沁モﾌ県民理解・関心の高揚により、老人福祉の増進を図る。
i種目：老人体操、フォークダンス）

ねたきり老人及び痴呆性老人等介

?u習会事業

家族等を対象に介護・処遇の仕方の講習を行い、福祉の増進
�}る。

老人家庭訪問員設置事業

ひとり暮らしの老人に対し老人家庭訪問員による訪問活動を
ﾀ施し、日常の安否の確認と孤独感の解消を図り、老人福祉
ﾌ増進に寄与する。

在宅ねたきり老人等介護者研修事

ﾆ
介護老の労をねぎらい、併せて介護技術の研修を実施し、在
﨣沁モﾌ向上と充実に資する。（医師による研修、内容は介
?Z術及び機能回復訓練の方法等）

老人の生活環境整備資金貸付事業
65歳以上のねたきり老人及び70歳以上の老人の専用居
ｺ等の整備改善に要する資金の貸付を行い老人福祉の向上を
}る。（一般900千円、特別1，200千円…・災害等）
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工　中国側の質問事項

　⑦　日本の定年制

　ぐf）定年後の再就職の可能性及び再就職先

　（ウ）鹿児島県の老人ホーム（1ヵ所）にかかる1年間の費用負担

　　　（国・県・事業主体）

　　　年金支給額は毎年増額するものか

　　　老人対策で最も重要なものはなにか

㈲　日本の若者の老人問題に対する考え方

　　　「敬老の日」の趣旨

　（ク）　日本の年金制度の種類
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（3）　日本の道路交通事故の状況と対策の概要

（5月23日AM　9：18～11：33乱ｼ安市人民大夏6階会議室）

　　　ア　担当：平井香川県副知事

　　　　　　　　（通訳）　陳西省外事弁公室　張宏山

　　　イ　出席：日本側一各団員、随員

　　　　　　　　中国側一陳興亮陳西省外事弁公室主任、陳西省公安庁顧問

　　　　　　　　　（司会）ほか同公安庁職員、西安市交通署職員等計50名

　　　ウ　説　明

第1　道路交通事故の状況

　1　推　　移

　　　自動車交通の急激な伸展に伴って、道路交通事故による死傷者数は、1970

　　年まで逐年増加の一途を辿ったが、同年から国・都道府県・市町村及び民間、

　　国民各層が取り組んだ総合的な交通安全対策によって、自動車台数の激増に

　　も拘らず、死傷者数及び死傷発生の度合は極めて低く抑えられるようになった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第1表）

　　第1表道路交通事故による死傷者の推移

　　　1－1　総　数

自動車保有台数 死　　　者 数 負　傷 者　数

台　　　　数 指　数 死　　　　者 指　　数 負　傷　者 指　数

1955 146万台 100 6，379人 100 76，501人 100

1960 401 275 12，055 189 289，156 378

1965 790 541 12，484 196 425，666 556

1970 1，859 1，273 16，765 263 981，096 1，282

1975 2，893 1，982 10，792 169 622，467 814

1980 3，894 2，667 8，760 137 598，719 783

1985 4，827 3，306 9，261 145 681，346 891

資料：「交通安全白書」以下同様
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1－2　人口10万人当り 1－3　自動車1万台当り

年 死　　　老 負　傷者 年 死　　　者 負　傷　者

1955 7．1人 86人 1955 ．　　43．6人 523人

1960 12．9 309 1960 34．9 837

1965 12．7 433 1965 15．8 539

1970 16．2 946 1970 9．0 528

1975 9．6 556 1975 3．7 215

1980 7．5 511 1980 2．2 154

1985 7．7 563 1985 1．9 141

2　死亡事故の分析（1984年）

　　1984年交通死亡事故の発生状況は以下のとおりである。

（1）　曜日別死者数

　　　1984年の1日平均の死者数は253人であるが、曜日別では土・日

　　曜日に多発しており、月別では7月以降が多い傾向にある。（第2－1表）

　　第2表交通死亡事故発生状況

　　　2－1　曜日別・月別1日平均死者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）（1984）

区　分 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

月～金 2L3 19．0 22．0 22．1 23．7 22．8 24．1 26．5 25．6 27．5 29．4 26．2 24．2

土・日 22．2 16．6 22．8 26．4 26．6 27．3 31．9 32．5 33．4 32．5 31．6 31．3 28．0

②　状態別死者数

　　事故発生時の状態別では、自動車乗車中が36．6％と最も多く、以下、歩

　行中27．8％、二輪車乗車中25．1％、自転車乗車中は10．2％となって

　いる。なお、前年との比較では二輪車乗車中が増加している。（第2－2

　表）
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2－2　状態別死者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1984）

自　動車乗車中 二輪車乗車中
区分
運転中 同乗中 計 自動二輪 原付二輪 計

自転車

謗ﾔ中
歩行中 その他 合　計

死者数

¥成比

ﾎ前年
搆ｸ率

2，287人

Q4．7％

｢53％

1，104

P1．9

@3．0

3，391

R6．6

｢2．8

1，269

P3．7

Q．1

LO53

P1．4

@3．8

2，322

Q5．1

@2．0

　947

P0．2

｢1．1

2，576

Q7．3

｢7．7

26

O．3

9，262

P00．0

｢2．7

饅　1　「自動二輪」は自動二輪車（総排気量126㏄以上）、「原付二輪」は原動機付自転車

　　　（総排気量125㏄以下）を指す。

　　2　△は減を示す。

（3｝年齢別死者数

　　死者数を年齢層別に見ると、20歳代16．4％、16～19歳153％、

　　　50歳代13．9％の順で多く、16～23歳の若者が全体の約％を占めて

　　いる。

　　　前年に比較すると、全般的な減少傾向の中で、40歳代及び50歳代の

　　増加が目立つ。（第2－3表）

　　　2－3　年齢層別死者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1984）

15 歳 以 下 16 歳 ～　　59 歳 60 歳 以　上

区　分

～6 7～P2
13～
P5 計

6～
P9
2D～
@29
30～
@39
40～
@49
50～
@59 計

60～
@69
70～
V9 80～ 計

合計

人
死者数 374 205 119 699 1，414 1，523 900 1，174 1283 6，294 927 942 400 ，260 9262

構成比
轟

2．2 1．3 7．5 153 16．4 97 12．7 13．9 68．0 10．0 10．2 4．3 245 100．0

一P

対前年 △％ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
増減率 114 2．4 24．2 1L5 1．0 0．7 144 6．2 59 0．6 9．6 0．6 59 5．4 2．7

囲　△は減を示す。

（4）第一当事者別死亡事故件数

　　死亡事故の発生件数を事故発生の主たる原因者別に見て多いのは、自家

　用普通乗用車41．0％、自家用普通貨’物車19．1％、自動二輪車11．8％
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の順となっている。また・車両の運転者の責に帰すべき事故が全体の96．2

％を占めている。（第2－4表）

　2－4　第一当事者別死亡事故件数　　　　　　　　　　　　（1984）

事　　業　　用 自　　家や　用 二輪車
区　　分

乗　　用 貨　　物 乗　　用 貨　　物

特殊自動車

自動壽 原竺輪

自転車 歩行者 その他 合計

大型 普通 大型 普通 大型 普通 大型 普通

件　数

¥成比

　58

O．7％

87

P．0

396

S．5

262

R0

28

O．3

3，616

S1．0

194

Q．2

1，689

P9．1

43

O．5

1，041

P1β

736

W．3

257

Q9

鎚3．8 84

O．9

8，829

P000

　なお、事故件数を規制（道路交通法）違反別に見ると、車両の運転者で

は最高速度違反が事故全体の23．8％で最も多く、以下、脇見運転9．2％、

酒酔い運転8．9％の順でこれに次いでいる。（第2－5表）

　2－5　法令違反別死亡事故発生件数の構成（主要違反のみ）（1984）

違　　　反 ％ 違　　　反 ％ 違　　　反 ％

車両の運転者 96．2 歩　行　者 3．8

信号無視

ﾅ高速度
ﾇ　越　　し

齊桾s停止

�@酔　い

ﾟ　労　等

3．3

Q3．8

Q．6

R．4

W．9

T5

安全運転義務

^転操作
O方不注意
oぽ安全不確認

33．2

S．5

P6．3

V．1

X．2

U．4

信号無視
｡　　　　断

�@　出　　し

1．1

P．0

O．5

第2　香川県の道路交通事故の状況とその対策

　1　道路交通事故の状況

　　（1）推　　移

　　　　香川県の交通事故は・全国的傾向と同じく、自動車交通の急激な増加に伴

　　　って1970年まで逐年増加したが、同年から取り組んだ総合的な交通安
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全対策によって、自動車台数、運転免許人口の激増にも拘らず、死傷者数

は極めて低く抑えられるようになった。　（第3表）

第3表道路交通事故による死傷者の推移

　3－1　総数
自動車保有台数 免　許 人　口 死　　者 数 負　傷 者　数

年
台　　数 指数 人　　数 指数 人　　数 指数 人　　数 指数

台 人 人 人

1955 12，331 100 49，532 100 62 100 760 100

1960 24，094 195 117，290 237 119 192 2，288 301

1965 68，988 559 222，940 462 159 256 3，680 482

1970 178，032 1，444 272，653 550 232 374 10，856 1，428

1975 283，458 2，299 340，979 688 149 240 7，506 988

1980 382，874 3，105 425，792 860 113 182 6，406 843

1985 460，858 3，737 487，193 984 86 139 6，276 826

資料　「香川の交通」以下同じ

　3－2　人口10万人当り 3－3　自動車1万台当り

年 死　　　者 負　傷　者 年 死　　　者 負　傷　者

1955 6．6人 80．5人 1955 50．3人 616人

1960 13．0 249．0 1960 49．4 950

1965 17．7 408．5 1965 23．0 533

1970 25．6 1，195．7 1970 13．0 610

1975 15．5 780．8 1975 5　3 265

1980 11．3 640．6 1980 3．0 167

1985 8．4 613．7 1985 1．9 136

（2）死亡事故の分析（1985年）

　A　死亡事故の推移（過去最高年と最近10年間）

年　別 1970 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985

死者数人 232 127 120 146 125 113 116 127 107 95 86

B　死亡事故は夜間に多発

区　　　分 死　亡　事　故 全　　事　　故

昼　　　間 34人（39．5％） 4．119件（74．7％）

夜　　　間 52人（60．5％） 1，395件（253％）
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C　死亡事故は非市街地で多発

　　市街地　19人（22．1％）　　　非市街地　67人（77．9％）

D　死亡事故は幹線道路で多発

　　国道・主要地方道　54人（62．8％）　その他　32人（37．2％）

E　道路形状別発生状況

　　交差点　28人（32．6％）　カープ　22人（256％）

　　直線　　36人（41．8％）

F　死者は高齢者、若者が多数を占める。

　　高齢者（60歳以上）42人（48．8％）

　　若者（16～24歳）18人（20．9％）

G　死者の状態別

歩　行　者 自　転　車 二　輪　車 四　輪　車

32人（37．2％） 11人（12．8％） 17人（19．8％） 26人（30．2％）

H　死亡事故の原因

前方不注視 速度違反 飲酒運転 無免許運転 そ　の　他

25人（29．1％） 18人（20．9％） 13人（15．1％） 2人（2．3％） 28人（32．6％）

1　曜日別では土曜日、日曜日に多発

日 月 火 水 木 金 土

　14人
i16．3％）
　11人
i12．8％）

　10人
i11．6％）

　11人
i12．8％）
　13人
i15．1％）
　8人
i9．3％）
　19人
i22．1％）

2．香川県における交通安全対策推進状況（1985年）

（1）道路交通環境の整備

　　A　道路交通安全施設への整備
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（A）危険性の高い場所の信号機の設置

（B）交通流の変化に対応した信号機の高度化、現示修正等高率的運用

（C）歩行者、自転車の安全確保のため歩行者用灯器・車両用灯器の増設

（D）交通流の増大、都市化区域の拡大に対処して交通管制センターの拡

　　充整備

（E）幹線道路に．おける歩道、自転車歩行者道の設置

（F）交通事故多発地点の交差点改良

（G）夜間事故多発地点の道路照明灯の整備

（H）幹線道路の混雑緩和のためのバス停車帯整備

（1）道路標識、標示の整備と視認性の向上

（J）山間部等の転落事故防止のための路肩の整備

B　効果的な交通規制

（A）交差点事故防止のための一時停止規制の強化、「止まれ」標示の整備

（B）二輪車事故防止のための二段停止線、二輪車指導レーン、原付車

　　（ミニバイク）の2段階右折の規制の実施

（C）歩行者、自転車保護のための横断歩道、自転車横断帯の増設、生活

　　ゾーン対策の推進

C　路上駐車の適正化等

（A）自動車交通総量を抑制するためバス優先レーンの適正な運用等、大

　　量公共輸送機関の優先対策の実施

（B）保管場所法の適正な運用により路上駐車の排除を図る。

（C）駐車場整備地区の指定、附置義務条例の制定の指導等により路外駐

　　車場の整備促進を図る。

（D）駅等自転車駐車需要への著しい地域における自転車駐車場の整備を

　　促進する。
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　　（E）ノーマイカーデーの設定等マイカー通勤の自粛を呼びかけ、公共輸

　　　送機関の利用を促進する。

　D　道路使用の適正化

　　（A）道路の使用及び占用許可を適正に運用して、道路の損傷、交通の支

　　　障を防止する。

　　（B）バト・一ル等により道路不法占用、使用及び放置物件を排除する。

　E　子供の遊び場の確保

　　（A）既設の遊園地、公園の積極的活用を図る。

　　（B）香川県総合運動公園の整備、河川敷公園の利用促進を図る。

　　（C）児童館、児童センターの整備と積極的活動の推進を図る。

　　（D）学校体育施設の開放による遊び場を確保する。

　F　危険性物質の輸送に関するその他の交通環境の整備

　　（A）タンクローリー等車両による危険物及び高圧ガスの安全輸送計画を

　　　指導する。

　　（B）危険物取扱い者、高圧ガス移動監視者の拡充と資質の向上を図る。

　　（C）輸送途上の事故発生時の相互応援防災体制の整備充実

（2）交通安全に関する知識の普及等

　A　交通安全教育の振興

　　（A）生涯にわたる交通安全教育の機会確保

　　　　県・市町及びこじかクラブ、交通少年団、交通安全母の会、老人ク

　　　ラブその他関係機関・団体の活動を通じ、各年齢段階に応じて効果的

　　　に推進する。

　　（B）高齢者の交通安全教育の徹底

　　　　高齢者を取り巻く家庭、地域、関係機関・団体が高齢者に対する安

　　　全教育をできるだけ多く実施して高齢者の交通安全意識の高揚を図る。
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（C）幼児の交通安全教育の徹底

　a．家庭、保育所、幼稚園その他の保育活動を通じて「とまる」「た

　　しかめる」「わたる」の交通安全指導を効果的に行う。

　b．幼児交通安全教育指導者の充実を図るため、幼児交通安全教育指導研

　　者研修会を開催する。

（D）学校における交通安全教育の徹底

　a．学校における教育活動を通じて交通安全教育を実施する。

　　　　小学校低学年………「正しく歩く、止まる、安全に渡る」

　　　　小学校高学年・中学校………「自転車の安全な乗り方」

　　　　高等学校………「原動機付自転車等の安全運転及び無用な運転

　　　　　　　　　　　の自粛」

　　　　　　　　　　　　「自転車の安全な乗り方」

　　b．小学校に安全教育の研究を委託し、効果的な研究を深め、その成

　　果を県下に普及する。

　　c．幼稚園、学校へ定期的に交通安全情報を提供する。

　　d．幼稚園、学校に対して交通安全ポスター、作文、標語の募集を行

　　　う。

（E）社会教育団体、交通安全組織による地域社会における交通安全教育

　の充実

（F）運転者の社会的責任の自覚を促すため、シートベルト・ヘルメット

　着用効果と正しい着用方法の指導・啓発を推進する。

（G）総合的な交通安全教育の推進

　　交通安全のコミュニティ形成を目標として、家庭・学校・地域社会

　の三者の連携による交通安全教育の下部への浸透、徹底を図る。

　　a．　「こじかクラブ」の効果的な運営により幼稚園、保育所と家庭の

一82一



　　　連携を強化し、一貰した安全教育を推進する。

　　b．「交通少年団」等子供会活動の育成により学校、家庭、社会を結

　　　んだ地域ぐるみの自主的な交通安全活動を展開する。

　　c・　「交通安全母の会」の育成指導に努め、地域における交通安全コミ

　　　ュニティ活動を促進する。

　　d．子供、婦人、老人等を対象に「自転車の安全な乗り方」教室、交

　　　通安全自転車大会等を開催して、自転車の安全整備と正しい利用に

　　　関する意識の高揚、普及定着を図る。

　　e．夜間事故防止のため、交通弱者に照明器具の点灯携行、明るい衣

　　　服の着用、反射器材の普及を図る。

　　f．老人の集る地域をシルバーゾーンと指定し、交通規制、安全施設

　　　の整備を図る。

（H）交通安全指導体制の確立

　　　関係機関・団体の交通安全指導者の研修会を実施して指導者の資質

　　の向上を図る。

B　交通安全運動の推進

（A）高齢者死亡事故抑止県民運動の実施（年間運動）

（B）県民の交通安全日（毎月20日）の運動

（C）季別の交通安全運動

　　a．春・夏・秋・年末年始の交通安全運動

　　b．ゴールデンウィークの事故防止

　　c．つゆどきの事故防止

　　d．行楽期の事故防止

（D）シートベルト・ヘルメット着用県民運動

（E）特別の交通安全運動
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　　　交通事故多発傾向時に実施する。

（F）推奨運動の継続推進

　　　自転車、二輪車の交通教室、黄信号で止まります運動、交通安全ス

　　カーフ活用運動、黄色い足型、黄色い自転車

C　交通安全に関する広報の推進

（A）各種報道機関への交通安全対策に関する情報資料の提供

（B）関係機関・団体の広報が効果的に推進されるよう資料提供に努める。

（C）各種報道機関を媒体とする広報

　　a．新聞（日刊）

　（a）交通事故速報

　㈲　交通安全広報

b．　テレビ

　（a）交通事故速報

（b）交通安全広報

c．　ラジオ

　　交通安全広報

毎日

毎日

年　　7回

年間　48回

（D）県発行広報誌等の利用

　　　県政総合広報誌、警察本部広報誌、等による広報を実施する。

（E）市町広報誌紙及び有線放送施設に交通事故統計等の資料提供を行う。

（F）看板、横断幕、ポスター、チラシ、リーフレットの作成配布

（G）交通安全ポスター展、交通事故写真展、交通安全フェアーの開催

D　交通安全に関する民間団体の育成指導

（A）交通安全協会、交通安全母の会、安全運転管理者、運行管理者等交

　　通安全関係団体の組織の充実と主体的な自主活動を促すよう指導育成

　　する。
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　　（B）広く民間団体の安全活動への参加と実践の働きかけを強化し、活動

　　　に対する指導援助に努める。

　　（C）交通安全県民大会を開催し、交通安全功労者・団体の表彰を行うこ

　　　とにより交通安全の意識高揚に努める。

（3）　安全運転の確保

　A　運転者教育等の推進

　　（A）運転免許試験の実施方法、内容等を改善充実して運転者の資質の向

　　　上に努める。

　（B）指定自動車教習所に対する指導監督を強化して教習水準の向上を図

　　　る。

　（C）講習指導員の資質の向上を図り、各種運転者講習の改善充実をはか

　　　る。

　B　運転者の態様に応じた効果的な対策の推進

　（A）運転者の利便と運転者教育の充実を図るための即日交付制度の定着化

　（B）迅速、確実な行政処分による悪質、危険運転者の早期排除

　C　運転管理の充実

　（A）安全運転管理の充実

　　　a．自動車の使用者責任の履行を確保する。

　　　b．講習内容を充実し、安全運転管理者等の地位及び管理能力の向上

　　　　を図る。

　　　c．安全運転管理者協議会の充実により、事業所における自主的、意

　　　　欲的な安全運転管理の促進を図る。

　（B）運行管理の強化

　　　a．自動車運送事業者に対する指導監督を強化して、運行管理の適正な

　　　　実施を確保する。
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　　　b．運行管理者等に対する指導教育の充実を図る。

　　（C）大型貨物自動車の左折巻込事故防止のため二段停止線規制を拡大す

　　　る。

　D　運転者の労働条件の適正化

　　　自動車運送事業者に対する監督指導を強化して労働時間及び健康管理

　　適正化を図る。

　E　道路交通に関する情報の充実

　　（A）道路交通情報の充実

　　　a．道路を点検し、落石、がけくずれ等危険箇所の把握と防災施設の

　　　　安全性の点検

　　　b．パトロールの強化と異常気象時の民間委託モニターの増強による

　　　　情報収集の強化

　　　c．交通情報板を拡充整備し、運転者に直接周知する。

　　　d．交通管制センターによる総合的な道路交通情報の収集、提供

　（B）気象情報の充実

　　　　道路交通の安全に関連の深い台風、豪雨、濃霧、大雪、地震、津波

　　　等の自然現象に対して、警察機関、道路管理者及び施設管理者が必要

　　，な措置を迅速に執り得るよう、適切な予報、警報等の情報を適時に発表、

　　　伝達するとともに、報道機関の協力により、道路利用者に周知して事故

　　　防止、軽減に努めるごまた、その成果をあげるため、これらの情報内容

　　　の充実を図り、気象知識の普及を行う。

（4）車両の安全性の確保

　A　自動車の検査体制の充実

　　（A）自動車検査機器等検査施設の整備充実に努め、自動車検査精度の向

　　　上と公害防止対策の推進を図る。
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　　（B）指定自動車整備事業者（いわゆる民間車検場）による検査制度の拡

　　　充、強化等による自動車検査体制を確立する。

　B　整備不良車の運行を防止するため、自動車ユーザーに定期点検整備の

　　重要性、励行を指導する。

　C　自動車整備要員の技術の向上を図るとともに、自動車整備事業の資質の

　　向上を図る。

　D　自転車の点検整備の励行を普及するとともに、TSマーク貼布の周知

　　を図る。

⑤　道路交通秩序の維持

　A　効果的な交通指導取締りの推進

　　（A）街頭監視活動を強化し、特に高齢者、子供等の歩行者及び自転車利

　　　用者に対する保護誘導と正しい通行方法の指導を実施する。

　　（B）飲酒、無免許、暴走等危険性の高い違反を重点とした取締りの強化。

　　（C）駐停車、積載等迷惑性の高い違反を重点とした取締りの強化。

　　（D）過積載等の下命、容認等背後責任の追及を図る。

　B　適正な交通捜査活動の推進

　　（A）捜査管理を徹底して迅速、適正な事故事件捜査を推進する。

　　（B）組織捜査と科学捜査により事件の早期検挙に努める。

　C　徹底した暴走族対策の推進

　　（A）関係機関団体が連携して暴走させない環境づくりを推進する。

　　（B）暴走行為の封圧と検挙活動により暴走族グループの補導解体と再犯

　　　防止の推進。

　　（C）不法改造車両の取締りを強化して改造に加担する者の背後責任の追

　　　求。

（6）　救急体制の整備
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　A　救急業務実施体制の整備

　　救急隊員の教育訓練の充実と救急車の整備の促進

　B　救急医療施設の整備

　（A）救急病院、救急診療所の適正配置の推進

　（B）救急医療施設の医師に対する救急医療に関する研修の実施

　（C）県立・市町立病院及び公的病院の救急医療部門の運営費及び初期救

　　急医療体制推進事業に対して県が補助を行う。

　（D）初鋤急医療の後楯となる機能をもった病院群が共同連帯して輪番制

　　　方式により救急医療を実施する。

⑦　損害賠償の適正化

　A　自動車損害賠償制度の充実

　　　街頭取締りの強化、広報活動により損害賠償責任保険及び任意保険の

　　加入を促進する。

　B　損害賠償の請求についての援助等

　　（A）相談窓口の増設等により初期相談の充実に努める。

　　（B）相談員の研修等により相談員の資質の向上を図る。

　　（C）あらゆる広報媒体を利用して交通事故相談の広報活動を強化する。

　　（D）自動車事故対策センター、警察機関における相談活動を充実すると

　　　ともに、生活困窮被害者に対する資金貸付事業を実施する。

（8）道路交通の安全に関する調査研究

　A　全人身事故に対する事故分析を実施して交通安全対策樹立の資料とす

　　る。

　B　高齢者の交通事故抑止のための調査研究

　C　交通事故地域格差是正対策の調査研究

（9）踏切道における交通安全
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A

B

C

D

E

交通過密地域等における踏切の立体交差化の推進と踏切統廃合の促進

踏切道の拡幅、舗装等の構造改良の推進

踏切保安設備の1種化と踏切支障報知装置設置の促進

踏切道の状況に応じた交通規制の実施

踏切道における通行違反者に対する指導取締りの強化

香川県の地位

項　　　　　　　目 日　本　全　国 香　　川　　県 比率（％） 備　　　考

面　　　　　　　　積 377，765．27踊 1，881．50履 0．50 1983．10．1現在

人　　　　　　　　　口 119，483，489人 1，013，851人 0．85 〃

人　　ロ　　密　　度（1ぱ当た　り）

316．3人 538．9人 170．38 〃

道　　路　　密　　度（1ぱ当たり道路延長）

458幼 934η2 203．93 1983．4．1現在

道　路　舗　装　率 87．9％ 98．9％ 112．51 〃

歩　道　設　置　率 23．5％ 25．8％ 109．79 〃

自　動　車　台　数 48，268，232台 460，858台 0．95 1985．12．31現在

自　転　車　台　数 5，530万台 57万台 1．03 1983年末推計

免　許　保　有　率 43．2％ 47．6％ 110．19 1985．12．31現在

死　　　　者　　　　数 9，261人 86人 0．93 1985．12．31現在

　工　西安市の交通問題及び交通安全対策

　　（ア）交通管理

　西安市は7つの区と6つの県からできており、総面積は9，853㎞2（う

ち市内は861㎞2）である。

　人口は553万人（うち市内は232万人）であり、市内だけの人口は

1949年中国成立時より3倍程度増加している。

　市内の道路は734本あり、長さは508㎞、面積は578万仇2、1人当りの

面積は2．5仇2ぐらいである。
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　西安市内の自動車数は5万9，000台程度で、1985年は市内の自動車台

数が一番増加し、その台数は1万6，000台である。また、運転手は6万5000

人いる。

　自転車は130万台あり、年に10万台程度増加し、2人に1台の割合で

持っている。

　交通管理を強化するため、西安市公安庁に交通署を設置している。

　交通署に所属している警察官は1，400人おり、交通署は11部門の組織

からなり、その下に警察官の駐隊が12ある。

　　困　交通事故の実情

　1985年に発生した交通事故は1，986件あり、そのうち負傷者は

1，686人、死者は270人。

　また、発生件数は1984年より56％増で、負傷者は11．6％増、死者

は43．3％増となっている。

　交通事故を原因別にみると一番は前方不注意26．9％、次は違反運転14

％、自転車事故5．6％程度、またその他の原因による事故もある。

　　（ウ）交通安全対策

　　　①　交通安全教育

。平日にドライバーの安全教育を実施する。

　2週間に1回交通安全教育を行う。

。年に1回自動車の検査及び修理などを行いドライバーに安全教育をする。

。年に1回100日間の安全活動と交通安全月を設け安全活動を実施する。

。交通事故現場でドライバーを集めて、説明会を開く。

。ドライバニには季節的な安全教育をし、学生に対しては休み前交通安全

教育をする。また、歩行者と自転車使用者に対しても交通安全教育を行

　　　　　　　　　　　　　　一90一



　　う。

　　　　②　道路対策

　。既設道路は悪い所を修理し、新設道路では自動車道と自転車道を分離し

　　た道路をつくりたい。

。既設道路の中で幅の広いものについては、自動車と自転車が別々に走る

　ことができるように柵などで分離することにしている。

。そのほかには、交通秩序を守り交通違反を減少させることである。これ

　らは主に政府の監督と指導のもとに総合的に実施している。

　警察官を集中的に投入し交通違反のとりしまりを行い、また、行政と企

業が共同で職員に対し交通安全教育を実施する。

　企業、会社、行政機関の出勤時間をずらして交通混雑を緩和するため時

差出勤をさせる。

　このため、西安市政府は、市内と郊外の540ぐらいの企業と行政機関に

通達をだし・出勤時間をずらすこと1・した．（・・3・、・…、、，3。）

　自動車の道路走行規制を実施するため市内の主な25本の道路へのトラ

ックなどの走行を禁止し、さらに一方通行などを決めた。

　　　③交通事故の解決方法

。交通事故は責任の重さによって解決しているが責任の重さには4っの種

類がある。

　加害者にすべての責任がある場合　一　全責任

　　　〃　主な責任がある場合　　　一　主責任

　加害者と被害者の相方に責任のある場合　一　相方の責任

　相方に余まり責任のない場合一交通署の次席などが解決に当たる。
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。責任によって解決するには次の方法がある。

　加害者の処分。

　損害を受けた車に対する賠償。

　　被害者の月給、生活費、治療費用などの保障。

　事故によって死亡、障害を受けた場合には家族に対し生活費をだす。

。交通事故の被害者に対する専門的な救急体制はできていない。もし事故

が起きれば、事故現場にいた人が病院に運ぶ。

　オ　中国側の質問事項

　　⑦　交通事故が起きた場合の責任体制

　　仔）交通事故が起きた場合の救急体制と交通体制

　　（ウ）消防組織と警察組織について

　　←9　都道府県における警察官の職員数の決定方法

　　㈱　交通反則金の限度額

　　（ガ　交通事故が起きた場合、加害者に支払能力がない場合の救済措置
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　　　（4）日本の環境行政の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5月27日AM　9：30～PM12：05於蘇州市環境保護局4階会議室）

　　　　ア　担当：長野岡山県知事

　　　　　　　　　　（通訳）　友好協　許金平

　　　　イ　出席：日本側一各団員、随員

　　　　　　　　　中国側一周志方蘇州市建設委員会主任（司会）、察和栄同市

　　　　　　　　　　環境保護局副局長等計30名

　　　　ウ　説　明

第1　環境保全行政の仕組み

　1．環境保全の体系

　　（1）公害と対策項目

　　　　公害とは、「事業活動その他人の活動に伴って生ずる相当の範囲にわた

　　　る大気の汚染、水質の汚濁等により、人の健康又は生活環境に係る被害が

　　　生ずること」とされており、その類型として大気汚染、水質汚濁、土壌汚

　　　染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭の7つが挙げられている。

　　　　そして、公害の防止等のため、次のような施策が講ぜられている。

　　①排出等の規制

　　②土地利用・施設の設置規制

　　③公害防止施設の整備

　　④環境の監視、測定、検査体制の整備

　　⑤　公害防止に関する科学技術の振興

　　⑥自然環境の保護

　　⑦公害に係る紛争の処理及び被害の救済

　②　公害対策の体系化までの歩み
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A　地方公共団体の先導的取組み

　　産業活動に伴う工場ばい煙、河川の汚濁、騒音による健康被害や生活

環境の悪化を防止する手段として、工業地帯を有する都府県は、国の措

　置に先立って、1949年頃から独自、固有の公害防止条例を制定した。

　（東京都1949年、神奈川県1951年、大阪府1954年、福岡県

　1955年など）

　　また、市町村によっては騒音の規制を主とした条例を制定するところ

　もあった。

　　このように、日本の公害に関する立法が最初に地方公共団体の手によ

　って行われたことは、公害問題が地域住民の健康と日常の生活環境と密

　接な関係にあることを示している。

B　公害の拡大と国の対応

　　1955年頃から石炭から石油への燃料エネルギーの転換産業の近

　代化による工場の大規模化、集中化、産業構造の工業化による人口の都

　市への集中、新工業地帯の形成等社会経済の変革が急速に行われた。

　　この間、これに伴って大気汚染や水質汚濁による健康被害が生じ、ま

　た、工業用地下水の過度の汲上げによる地盤沈下の進行、工場騒音被害

　が拡大するなど公害が顕在化した。

　　国は、1967年に「公害対策基本法」を制定し、公害の著しい地域やそ

　のおそれのある地域について計画的に公害防止対策を行うこととなり、

　大気汚染防止、騒音規制などの関係法制の整備も行われた。

C　公害の複雑化と対策の体系化

　　その後、亜硫酸ガスによる大気汚染、工業排水による公害発生地域が

　全国に拡大するとともに、自動車排出ガスによる鉛汚染、光化学スモッ

　グ、カドミウムによる土壌汚染、都市下水による河川・海域等の公共用水
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域の水質の汚濁、新幹線鉄道・高速道路・空港等による交通騒音、ヘド

ロ問題、産業廃棄物による公害等新しい公害現象が発生し、環境汚染は

大きな社会問題となった。

　1970年（11月末）に開かれた国会では、従来の法制では対処し

えない公害の状況となったところから、公害法制の抜本的整備を図るこ

ととし、公害問題に関する集中的な討議を行って「公害国会」と呼ばれ

た。そこでは、公害対策基本法改正案をはじめとする公害関係14法案

が成立したが、この14法案の内容は、当時の公害とそれをめぐる社会

的、政治的状況を反映した広範かつ画期的なものであった。

　成立した14法とこれらを通ずる基本的特色は、次のとおりである。

ω14件の成立法律一①公害対策基本法（改正），②道路交通

　　　法（改正），③騒音規制法（改正），④廃棄物の処理及び清

　　　掃に関する法律，⑤　下水道法（改正），⑥　公害防止事業費事

　　　業者負担法，⑦海洋汚染防止法，⑧人の健康に係る公害犯罪

　　　の処罰に関する法律，⑨　農薬取締法（改正），⑩　農用地の土

　　　壌の汚染防止等に関する法律，⑪　水質汚濁防止法，⑫　大気汚

　　　染防止法（改正），⑬自然公園法（改正），⑭毒物及び劇物

　　　取締法（改正）

（B　公害関係法の基本的特色

　①　公害の防止に対する国の基本的な姿勢の明確化

　　　公害対策基本法をはじめとする公害対策の関係法において、国民

　　の健康保護と生活環境の保全を優先させるという基本姿勢を明確に

　　した。

　②　公害の範囲の拡大

　　　典型的公害に土壌汚染を追加し、水質汚濁の範ちゅうに温排水や
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　　　　水底の底質の悪化を加えた。

　　　③　規制の強化

　　　　　例えば、大気汚染、水質汚濁については、指定地域制を改め全国

　　　　規制とし、規制対象物質、項目の範囲の拡大等を行った。

　　　④自然環境の保護の強化

　　　　　公害防止に資する自然環境の保護に関する国の責務が明定され、

　　　　　自然公園における規制の充実を図った。

　　　　⑤　事業者責任の明確化

　　　　　公害の原因となるような事業活動について規制措置が実施され、

　　　　　公害防止事業についての事業者の費用負担義務を具体化した。

　　　⑥地方公共団体の権限の強化

　　　　　国が設定する全国一率の規制基準より厳しい上乗せ規制の設定権

　　　　　限を道府県知事に認め、また基準遵守のための強制権限をほぼ全面

　　　　的に地方公共団体に委譲した。

　　D　自然環境保全対策

　　　高度成長期における地域開発、観光開発等に伴う自然破壊が次第に深

　　　刻化してきたため、1972年に国土全般にわたる自然環境の保全の基

　　本方向を明らかにする「自然環境保全法」が制定された。

　　E　その後の法規制の充実

　　　①公害健康被害補償法（1973年），②瀬戸内海環境保全特別

　　措置法（1973年），③振動規制法（1976年），④湖沼水質

　　保全特別措置法（1984年）等

　　F　環境保全の体系一（資料1）

2．国と地方公共団体の責務

ω　国は主として、全国的視野に立った公害対策の推進と地方公共団体の公
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　　害対策の援助等を実施している。

（2）地方公共団体は地域における公害全般の対策の推進、監視、規制、指導

　　のほか、苦情、紛争の処理、解決に当っている。

　　　なお、都道府県はその地域内の環境保全のため特別に次のような条例を

　　定めて、地域の実情に適合した公害対策の推進を図っている。

　　①公害防止条例一地域の具体的な公害防止対策の推進を図る上で不可

　　　欠の条例で、全都道府県において制定されている。岡山県は、1970

　　　年に制定した。

　　②自然環境保全（自然保護）条例一自然環境の保全についての基本的

　　　な指針を示すもので、全都道府県において制定されている。また、岡山

　　　県を含む瀬戸内海沿岸の各県では、自然海浜保全条例を定め、自然海浜

　　　保全にも力を入れている。

　　③　その他の環境保全関連条例一自然公園条例、土採取規制条例、県土

　　保全関連条例の他、緑化条例、地下水の採取の規制に関する条例、空カ

　　　ンの散乱防止条例、湖沼の富栄養化防止条例等がある。

　　　また、公害の防止に関する施策を総合的に講ずる必要があると認められ

　　る地域について、都道府県知事は公害防止計画を策定し、各種の公害防止

　施策を実施している。

3．公害に係る環境基準

　人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい

基準が、国によって1969年以降順次定められた。

　　この環境基準は、終局的な大気、水、静けさについての行政上の環境保全

水準であって、排出等の規制、土地利用及び施設の設置に関する規制、公害

防止に関する施設の整備等の個別の公害対策の実施に当たり、その目標とな

るものである。（資料2）
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　これを達成するため、国及び地方公共団体は公害汚染物質の排出規制の実

施、下水道等の公共施設の整備を行い、また、工場等においては排煙脱硫装

置、排水処理施設等の設置を行ってきた。

第2　環境影響評価制度

　　　環境汚染を未然に防ぐため、環境影響評価が行われている。

　　　これは、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を実施するときには、

　　事前に調査、予測及び評価を行うとともに、その結果を公表して地域住民の

　　意見を聞き、十分な公害防止等の対策を講じようとするものである。

　　　国は1984年に国の関与する大規模な事業に係る環境影響評価に関する

　　政府内部の統一ルール「環境影響評価実施要綱」を定めた。

　　　地方公共団体では、条例又は要綱等により環境影響評価の制度化が進めら

　　れている。

第3　岡山県の環境保全対策

　1．大気汚染の総量規制

　　　大気汚染の環境基準を維持するために、県内の主要工業集積地域で汚染物

　　質の総量規制を行っている。その地区は、二酸化硫黄については4地区、二

　　酸化窒素については2地区である。

　　　県内の最大規模の工業集積地区である水島地区は、石油精製、石油化学、

　　電力、鉄鋼、自動車、造船等の工場が集積しており、日本有数の臨海工業地

　　帯でもある。現在、年間600万t以上の燃料が消費され、550本以上の

　　煙突から煙が排出されているが、1970年代初めには、硫黄酸化物は総量

　　規制値の約3倍、窒素酸化物は約2倍が排出され、背後地の大気汚染は人の

　　健康被害、農作物の被害など重大な影響を及ぼした。
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　　このため、県は1973年頃から水島地区で硫黄酸化物、窒素酸化物の排

　出量の総量規制を開始し、総量規制の実効を図るため、各工場に対して排出

枠を割り当てた。各工場は排出枠を維持するため、排煙脱硫装置、排煙脱硝

装置の設置や低硫黄重油の使用、低NOX燃焼技術の導入などの対策を講じ

　てきた。

　　これらの対策によって、大気汚染は大幅に改善され、現在、二酸化硫黄、

　二酸化窒素ともほぼ環境基準を達成している。

　　なお、水島地区の硫黄酸化物、窒素酸化物の排出量の総量規制は、日本に

　おける大気汚染物質の総量規制の先駆的な役割を果した。現在の総量規制は、

硫黄酸化物については1977年度から1時間当たり2200N㎡、窒素酸化

物は1985年度から1時間当たり2900N㎡となっている。

　（注）N㎡は0℃、1気圧の状態下の気体の体積を示す。

2．水質汚濁の総量規制

　排水の総量規制は、人口や産業の集中によって大量の生活排水や産業排水

が流入する広域的な閉鎖性水域を対象として実施しており、現在、この指定

水域として瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく瀬戸内海のほかに、水質汚

濁防止法に基づき東京湾と伊勢湾が指定されている。

　岡山県は、瀬戸内海の環境保全を図るため、国が定めた「化学的酸素要求

量に係る総量削減基本方針」に基づき、1980年に策定した化学的酸素要

求量の総量削減計画（目標年度1984年度、削減目標量113t／日）を

達成するため、下水道の整備をはじめとする汚濁負荷量削減の総合的な対策

を推進してきている。

　特に、産業排水の汚濁負荷量削減対策として、一日当たり平均排水量50

㎡以上の特定事業場については、1980年に234業種にわたって個別に

総量規制基準を設定し、削減に努めてきた。具体的には、特定事業場から排
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水の測定方法の届出をさせ、自ら測定し記録することを義務付け、特に、一

日当たり平均排水量400m3以上の事業場については、自動測定機を設置し、

毎日測定することになっている。そして、事業場毎に定めた規制基準を守ら

すために、測定結果を報告させたり、測定機の設置、稼動状況の立入調査等

を行い、監視指導を実施している。

　このような対策によって、現在の瀬戸内海の水質は1970年頃の危機的

状況を脱し、昔の美しい瀬戸内海に戻りつつある。

　　なお、1986年度には、1989年度を目標とする新たな総量削減計画

を策定し、水質汚濁対策を一層推進することとしている。

3．児島湖水質保全対策と公共用水域の富栄養化防止対策

　　児島湖は、児島湾を干拓して造成した農業用地の塩害防止と農業用水確保

のため、1962年に児島湾を締切って淡水化した湖である。その水面面積

約1．000肋の典型的な閉鎖水域であり、特に、近年背後地の都市化の進展

に伴い、流入する生活排水の影響を受けて、その水質汚濁は著しいものがあ

　る。

　　このため、県では、1985年12月に「湖沼水質保全特別措置法」（1984

　年7月公布）に基づく湖沼の指定を受け、関係市町村、関係団体等と協議を

　行って「児島湖に係る湖沼水質保全計画」（1986～1990年度）を策定した。

　　この計画の具体的な施策は、①下水道の整備、し尿・ごみ処理施設の整

　備，②工場・事業者の排水規制、家庭排水対策、家畜ふん尿対策，③公

共用水域の水質の監視、地域住民に対する知識の普及，④　生活雑排水対策

　の活動組織の整備等となっている。このほかにも、児島湖に適用する窒素及

　びリンの環境基準を決定するなどして、水質浄化のために総合的な施策を推

　進することとしている。

　　また、窒素、リン等の流入により公共用水域の水質の富栄養化が進み、赤
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　潮、アオコ等の被害がしばしば見られるようになった。

　　このため、県では、1984年「岡山県公共用水域の富栄養化防止対策推

　進要綱」（資料3）を策定し、企業はもとより一般家庭からの生活排水につ

　いても、窒素、リンの削減について指導し、公共水域の汚染防止と被害の発

　生防止に取り組んでいる。

4．騒音、振動、悪臭の規制

　　健康で住みやすい都市生活環境を維持するため、岡山県は騒音、振動、悪

臭を規制する地域を、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に基づき、1969

年から順次指定しており、現在、指定している地域の人口は、県の総人口の

約80％となっている。

　　しかし、法で定められている一定規模以上の工場、事業場並びに建設作業

による騒音、振動の規制及び事業活動に伴う悪臭物質の規制は、被害が一般

的には狭い地域に限定されることから、地域の実情に詳しい市町村長が行っ

　ている。

　　また、岡山県では、拡声機による騒音の規制について、1984年に「拡

声機等による暴騒音規制条例」を制定し、地域の平穏の保持に努めている。

5　公害防止協定の締結

　　現在、日本の公害関連法制度はかなり整備されたが、公害防止協定は、個

別法によって規制されるもののほか、①包括的に企業に対して環境保全措

置を求め得ること，②　国の一率規制基準を上回る規制ができること，③

地域社会の地理的、・社会的状況に応じたきめ細かい公害防止対策を行うこと

ができる、などの点で有効である。

　　このため、大規模な公害発生源を持つ工場については、県が直接企業と公

害防止協定を締結しており、現在その数は11である。また、それ以外の中

小工場については、地元の市町村と企業の間で公害防止協定を結んでおり、
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